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平成元年度研修講座予定

コ ー ス 名 定員 期 間

ア
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ョ

ン
・

エ

ン

ジ
ニ

ア

関

連

ア プ リ ケ ー シ ョ ン ・

エ ン ジ ニ ア 養 成
30

1、5.16～1.9.20

1.10.24～1.3.20

毎週火 ・水

計41日 間

(2泊3日合宿2回)

情報処理 とシステム設計(夜 間) 70 1.5.23～1.9.28
毎週火 ・木

計31回

コンサ ルテ ィング技法修得 20
1.9.11～1.9.14

4日 間
2.2.19～2.2.22

提案型設計行動力修得 30

1.7.17～1.7.20

4日 間1.11.27～1.11.30

2.2.26～2.3.1

効果的な外注管理の進め万 20
1.5.31～1.6.2

3日 間
1.11.29～1.12.1

テ

ク

ニ

カ

ル

・

エ

ン

ジ

ニ

ア

関

連

ネ ッ トワ ー ク ・エ ン ジ ニ ア 短 期 養 成 20 1.5.25～1.7.21

隔週 木 ・金

計10日 間

シ ス テ ム 監 査 ト レ ー ニ ン グ 20
1.6.1～1.7.28

隔週 木 ・金

計10日 間

下期開講予定

デ ー タベ ー ス ・エ ン ジ ニ ア 短 期 養 成 20 下期開講予定 10日 間

ナ レ ッジ ・エ ンジニア短期 養成 20 下期開講予定 10日 間

情 報 シ ス テ ム ・セ キ ュ リテ ィ と

リ ス ク 分 析
20

1.5.29～1.5.31
3日 間

1.12.11～1.12.13

CAD/CAM/CAE

プ ロ グラ ミング基礎
20

1.6.7～1,6.9
3日 間

2.2.14～2.2。16

有限要素法の基礎 と応用 20 2.2.19～2.2.23 5日 間

:㌃

函三歩
速 ン ノ

プ ロ ダ ク シ ョ ン ・ エ ン ジ ニ ア

短 期 養 成
20 下期開講予定

企
推業
遊惰
関報
連化

経営 者 ・管理者 の ため のパ ー ソナ

ル ・コン ピュー ター経営 セ ミナー
40

1.7.24～1.7.26

3日 間
2.2.23～2.2,25

情報 サ ー ビス産業 に おけ る

教 育 プラ ンナー養成
20 1.7.4～1.7.7 4日 間

ζ
関 ゲ
連 ラ
マ

情報処理 とプログラム設計(夜 間)

50

1.11.7～2.3.27 毎週火・木計31回

情報処理 とプログラム作成(夜 間)
1.5.23～1.7.20 毎週火 ・木

計15回2.2.6～2.3.27

〔新規 開発 予定 コ ー ス〕(コ ース名は仮称です。)

コ ー ス 名 定 員 期 間

Σ システ ム活 用 20 詳 細につ きま しては、別途 ご案 内申 し一ヒげます。

企業内教育 リーダ養成 20 詳 細 につ きま しては、別途 ご案 内申 し ヒげます。

*研 修料には消費税が加算されてお ります。

お申込,問合先:中 央情報教育研究所 ま}03-435-6511
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情報関連施策と

システム

インテグレーション

通商産業省機械情報産業局

情報処理振興課課長

林 良 造

通産省では,わ が国経済が中 ・長期的に安定成

長を遂げつつ高度情報化社会を円滑に構築 して行

くために解決すべ き課題 として

(1)ソ フ トウェアの量的 ・質的不足への対応

(2)情 報化社会 を支える情報処理技術者の人材

育成や情報化教育の充実

(3)電 子計算機 システム間の円滑な接続

(4)情 報化格差の是正

(5)情 報関連技術開発の推進

をあげている。そのため,こ れ らの課題に対応す

べ く総合的な情報関連施策を講 じている。

その中の1つ として,シ ステムインテグレーシ

ョン ・サービスの高まりにともないシステムイン

テグレータの育成が急務の課題 として位置づけら

れ,昭 和63年 度から具体的な施策が講 じられた。

近年の企業活動 においては,多 様化,分 散化す

る業務ニーズや経済環境の変化に柔軟に対応す る

ことの必要性が求 められてきている。そのため,

生産,事 務,流 通等各部門の合理化,有 機的統合

化,さ らには通信網の拡充によるネットワークの

広域化,国 際化に加えて取引企業,小 売店,顧 客
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との連携強化など様々な取 り組みがなされている。

情報システムの広域化 と細分化は,業 務処理に

最適な情報機器 を選択す る必要に迫 られ,そ の う

え,よ り一層の効率化を求めれば,シ ステムのマ

ルチベンダー化は避けて通れない時代になって き

ている。その結果,ユ ーザは異種 ネットワーク,

情報機器,シ ステム等の相互接続のため,ユ ーザ

自らが膨大な労力 と費用をかけて接続 しているの

が実状である。 しか し,ま すます システムが複雑

化,高 度化するにつれ,シ ステム構築か ら運用,

保守に至 るまでをユーザ自らの手でカバーす るに

は困難にな りつつある。

一方 ,企 業にとっては,情 報システムが持つ重

要性は,こ こ2,3年 で大 きく変わって きてお り,

これまでの単に業務を効率化するための道具か ら,

企業の経営その ものに大 きな影響を及ぼす戦略的

な武器にな りつつあるといわれている。現在の経

済情勢下においては,優 れた情報 システムの構築

の成 ・否が企業間競走を勝 ち抜 く上で,大 きく影

響するようになって きている。

こうした一般情勢下において,企 業活動 を円滑

に進めるため,シ ステムの川上か ら川下 までを一

貫して請 け負 うシステムインテグレータの振興 ・

育成 が強 く望 まれている。

以上の背景の もとに,通 産省では,昭 和63年 度

か らシステムインテグレータ育成のための政策的

支援措置 として

〔1)総 合 システム保守準備金制度

(2)シ ステムインテグレータの登録 ・認定制度

を設 け,税 制面か らの支援 と,シ ステムインテグ

レータとしての能力 を備えているかを認定する制

度 を創設 し,業 界の取 り組みを促 している。

昨年第1回 の登録 ・認定審査が行われ,申 請の

あった256社 の うち,199社 が登録企業に,さ らに

その うち73社 がシステムインテグレータ認定企業

として決定された。

通産省では,ひ き続 き年1回 の登録 ・認定の申

請を受け付け,シ ステムインテグレータの振興 ・

育成を推進 し,わ が国の情報化のよ り一層の進展

に取 り組み,併 せて関連業界の発展を図って参 る

所存である。

一



システムの戦略化 とSIの 条件

株式会社野村総合研究所企画部課長

前 田 信 太 郎

1.Slの 時代 的背 景

野村総合研 究所 では,来 るべ き21世 紀 を 「情

報世紀」 と名付 け,ひ とつ の展望 と して まとめ

て いる。 システムインテ グレーシ ョン(SI)サ ー

ビスの要請 され る時 代的背景 を まず考察 し,当

社 の考 えるシステ ムインテ グレータの条件 を示

してみたい。

1.1情 報 世紀 とは

情報通信分 野に おけ る急 速な技術革新 と規制

の緩和 ・自由化の進展 によ り,よ り高度 で多様

な情報通信 サ ー ビスが利用可能 とな って きた。

ネ ッ トワー ク面で は,す で にISDNの サ ー ビス

が提供 され てお り,今 後 は,電 話網,フ ァクシ

ミリ網,デ ー タ網 とい った個 別 ネ ッ トの統合 が

進 み,2㎜ 年 には,動 画伝送 が可能 な サー ビス

へ と発展 して い くもの と予想 されて い る。

基盤技術 と しては,デ ジ タル伝送技術,超 々

LIS技 術,光 フ ァイバーや光 フ ァイル に代表 さ

れ る光技術,そ れにAI,第5世 代 コンピュータな

どの技術 の発展 が予想 されて いる。

こ うした基盤 の上 に構築 され る情報 世紀 の特

徴 は,ひ と言 でい えば,「 だれで も,い つで も,

ど こか らで も」,多 様 なコ ミュニケ ーシ ョンがよ

り安 く,よ り便利 に可 能 になる,と い うことで

あるが,加 えて それが グローバル に,そ して リ

アル タイ ムに行 われ るとい うことが必要 で ある。

通信 ネッ トワー ク系 と情報 の処理 系 が高度 に融

合 し,時 間 と空 間の制約 を乗 り越 えた世 界が開

かれて くる もの と予想 され る。

情報通信の基盤構築

19801985 19901995 2000年 〉
通 信 メ デ ィア

個別網

(電 話 網,電 信 網FAX網,DDX網)

ISDN

(64Kb/s

デ ジ タ ル 網)

広帯域ISDN

(サー ビス総合

デジタル網)

UICN

(総合 知的

通信網)

放送 メデ ィア
BS-2衛 星放送

都市型CATV

BS-3衛 星 放 送 ハ イ ビ ジ ョン

ス ペ ー ス ケ ー ブ ル ネ ッ ト

基盤技術

VLSIデ ジ タル伝送

オ プ トエ レ ク トロ ニ ク ス

AI 第5世 代コンピュづ一
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1.2将 来 システムの戦略目標

(1}価 値の創出

情報世紀 に向かう過程で,情 報システムは経

営 システムその ものと密接不可分にな り,両 者

は一体化していくもの と思われる。そして,一

体化 した将来 システムの戦略目標は,ま ず第一

に,価 値の創出である。市場 ・技術が成熟化 し

て くるにつれて,商 品の差別化がむずか しくな

ってきているが,こ うしたなかで,情 報システ

ムの新 たな機能 として,価 値の創出が重視 され

始 めている。これには三つ の側面がある。一

つ は,情 報 とい う付加価値 をつけて商品力 を強

める,あ るいはより質の高いサービスを提供す

ること。二つめは,情 報による顧客または流通

チ ャネルの系列化,囲 い込みなどによる商圏の

拡大。そして三つめは,新 しいビジネスの創出

である。

(2)変 化への対応

第二は,変 化への対応である。消費者ニーズ

の多様化,個 性化,商 品寿命の短縮化など,市

場はめま ぐるしく変化す る時代を迎 えている。

たとえば,新 製品開発競争の中で,VTRの 商品

寿命 は人気機種でも半年,大 半は3ヵ 月そこそ

こになってお り,新 製品のステッカーがはられ

る期間はわずか2週 間しか もたないと言われて

いる。 こうしためま ぐるしく変化する市場の動

きをいち早 く敏感にキ ャッチし,そ の変化に柔

軟に適応で きる生販一体,あ るいは業務系 ・情

報系一体のシステムをつ くり上げることが必要

になってきている。スピー ドが差別化の新 しい

訴求点になってきた ということである。

(3)分 権化

第三は,分 権化である。経営活動がボーダレ

スに広がるなかで,中 央集権的な組織対応には

限界が生 じてきている。市場の変化に即応 ・即

決す る分権的な組織 ・システムをつ くることが

急務 になってきている。その場合,ひ とつは情

報処理系,お よびDBの 分散化の促進 とネッ ト

ワークによる融合,い まひとつは部分の最適化

と全体の最適化 との調和,こ の 二つが大 きなポ

イン トになって くる。

情報 システムが経営の合理化や効率性を主に

〈過 去 ・現在〉
将来システムの戦略目標

〈将 来〉

1



追求 して きた時代 は終 わ った。新 しい時代,情

報世紀の シス テムは経営 と一体化 して,3つ の

目標 一価値 の創出,変 化 への対応,分 権化 一 を

追求 し,他 社 との競争優 位 を一層 強固 にす るた

めの戦略 的な役割 を担 うこ とにな る もの と思わ

れ る。

1.3情 報 世紀 に向けての対応

(1)CIOの 役割

情報世 紀 に向 けて構築 され る将 来 システ ムを,

戦 略 的に高度利用 してい くための,企 業 の対応

の第一 は,CIOの 役 割 の重視 であ る。 ア メ リカ

では,CIOを お く企業 が増 えてお り,フ ォーチ

ュン誌 の大 企業500社 を対 象 と した調 査 では,

CIOを 制 度 として任命 してい る企業 が全体の40

～50%に 達 して い る。 日本 では,CIOを 制 度 と

して もつ企業 は まだ それ ほ ど多 くはないが,今

後増 えて くる もの と思わ れ る。

(2)デ ー タベースの高度利用

第二 は,デ ー タベースの高度利 用で ある。 そ

の ためには,デ ー タベー スが 明確 な戦略 目標 に

沿 って 目的 オ リエ ンテ ッドに構築 されて い るこ

とが,大 前 提 とな る。次 に,標 準化 を行 い,全

社共通 のデ ー タベ ースに し,そ れ を使 い込 ん で

い くことが大切 とな る。

(3)ヒ ュ ーマ ンな要素の重要性

第三 は,ヒ ューマンな要素 の重要性 で ある。

いか によい シス テムをつ く り上 げて も,そ れ が

十分活用 され な けれ ば宝 の もち ぐされに なる。

情報戦略 化 に成功 した といわれ る トーヨーサ ッ

シには,常 時販売 店 を巡 回 して経営指導 を行 う,

セ ールスエ ン ジニ アが数十 名お り,セ ブン ・イ

レブ ンのOFC(オ ペ レー シ ョン ・フ ィール ド・

カウンセ ラー)も 有 名であ る。つ く り上げた シス

テムに魂 を吹 き込 むの はやは り人間 であ る。情

報感度が高 く,マ ネジメントもわか り,シ ステ

ムもわかるという人材の育成が重要になってく

る。

(4)シ ステムのグローバル化

そして第四は,シ ステムのグローバル化であ

る。企業の活動範囲がボーダレスに広がってき

ているなかで,生 産 ・販売 ・在庫 ・財務などの

経営情報をグローバルかつ的確に把握 し,意 思

決定 を迅速に行 う必要性が高まって きている。

たとえば,松 下電器産業は,海 外拠点をオン

ラインでつな ぐネットワークの構築 を進めてお

り,1988年 度か ら海外の主要子会社75社 を連結

す る,い わゆるフル連結決算をスター トさせて

いる。これまでは海外の連結対象はわずか4社

で,経 営実態 をリアルタイムに把握 し,世 界各

国で生販一体化を図っていく構想の第一歩とし

て注目されている。

1.4シ ステムの戦略的利用一 「情報」で差別化

以上4点 が,シ ステムの戦略的利用のキー ・

サクセス ・ファクター(KSF)で ある。企業を取

り巻 く環境は,内 外ともに厳 しさを増 して きて

おり,変 化のスピー ドも加速度的に早 まって き

ている。こうした環境のもとで,競 争優位を確

立 し,そ れ を維持 しているためには,他 社 と

「情報」で差別化することが今後ます ます重要

になっていくものと思われ る。

モノか ら情報へ,工 業化社会か ら情報化社会

へ,と い う歴史の流れは,い まやだれの目にも

はっきりして きてお り,ビ ジネスの世界を中心

に巻 き起こっている情報通信革命の大 きな うね

りは,今 後,社 会,生 活の領域 に広が り,21世

紀には,人 類は 「情報世紀」 を迎えるもの と展

望 される。一



一
2.当 社 のSl戦 略

前項 の よ うな時代背景 に あって,自 らの企 業

が自 らの力 で システム構築 を行 うに は もはや限

界がみ えて きたの も事実 で ある。CIOの 不 在,

技 術 革新,シ ステムの 巨大化,グo一 バル化,SE

不 足 な ど,い ず れ をと って もリス クが大 きい。

この よ うな中で,シ ステムインテグレータとし

ては,顧 客企 業の経営 の根幹 をゆ るが しかね な

い責 任 がの しかか って くるこ とにな る。 以下,

当社の考 えるシステムインテグレー タとしての10

の 条件 につ いて,当 社の事例 を もとに示 して み

たい。

2.1シ ス テム インテグ レー タ と して の10の 条件

(1)企 業 経営 ニーズの把握 力

企業経営 は,社 会,経 済,技 術,産 業動 向 な

どの トレン ドを的確 に読 む ことか ら始 ま る。 こ

れ らの リサ ーチ,分 析 力の もとで,戦 略 的な 中

長期計画 の策定,利 益 計画 の策定 を行 い,戦 略

的な経営管 理 が可能 とな る。

この ため情報 シス テムを経営 資源 とす る リス

トラクチ ャ リン グや,情 報 シス テムや シス テム

マ イン ドの定着 によ る組織活 性化計画 が必 要 と

な る。

当社 では これ らの要求 に応 えるために,あ ら

ゆ る経営 ニ ーズ を先 取 りした調査研究 力,経 営

コンサル テ ィングカ を有 してい る。 これか らの

システ ムインテ グレー タは,単 に情 報 システ ム

の 係 わ りだ け で はユ ーザ の 要求 を満足 させ る

こ とがで きず,こ の点 が今後のSIサ ー ビス競 争

の差別 化 に大 きな インパ ク トを与 えるで あろ う。

(2)シ ス テム コンサ ルテ ィング能力

シス テ ムが大 型 で あれ ば あ るほ ど,ユ ー ザ

に とって もシス テムイ ンテグ レー タに とって も

開発 リス クは 大きい。SI契 約 の中 に上流の コン

サ ル部 分 を含 め るこ ともあ るか もしれな いが,

当社 では む しろ切 り離 して きた。

問題 点 をほ ぐし,解 決 の糸 口をつか まない う

ちか らのSI契 約 は相方 に とって不幸 の始 ま りで

ある。

当社ではシステムコンサル以前か ら 「システ ム

クリニ ック」サー ビスを提供 してお り,年 間契約

形 式 で シス テ ム に係 わ る あ らゆ るユ ーザの悩

みを第三者 の立 場か らカウンセ リング してい る。

通常,経 営 コンサ ル→ システム コンサ ル,シ ス

テム ク リニ ック→ シス テムコンサルのの ちにSI

契 約 とな る。

(3)ユ ーザ オ リエ ンテ ッ ド

システムは,作 る側 の理論 だけで は成 り立 た

ない。広 くは経営 ニー ズ,具 体 的 にはユーザ側

の業務知識 が必 要 であ る。一括 受託 とい って も

ユーザの協 力な しで は良 いSIサ ー ビスの結果が

生 じな い。

当社 では有 力 ユーザ に協力 をあお ぎ,海 外 を

含 め一定期 間の トレー ニー受入 をお願 い してい

るケ ースがあ る。今 す ぐシステ ムづ く りに役立

たな くて も,長 い眼で見 た業務 ノウハ ウの取得,

人 材 の育成 の努力 が必 要 であろ う。

逆 に,シ ス テム導 入教育 を有 償で行 ってい る

ケースが あ る。 当社 の外国証券 会社向 け共 同 オ

ンライン1-STARシ ス テ ムでは,外 国 か ら来 日

した スタ ッフ,新 規採 用 され たス タ ッフに 日本 』

の証 券業務 を教育 してい る。 日本 で は日本 固有

の業務が あ り,そ れに応 じた シス テムがあ るた

めで ある。

(4)優 秀 なス タ ッフを擁 して い るこ と

当社 にはい わゆ る専 門職 が1400名 い る。内訳

は,エ コノ ミス ト,ア ナ リス トが200名,リ サー

、ア ・'



野村総合研究所のSIサ ービスのアプローチ

高
度
な
調
査
研
究
力

に

基
づ
い
た
ア
プ

ロ
ー

チ

シ

ス

テ

ム

イ

ン

テ
グ

レ
ー

タ

ー

と

し

/

の実績騰

社会,経 済,技 術,産 業
環境の変化

▼

経営戦略,公 官庁の政策策定

▼

戦略的情報 システムの提言
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チ ャー,経 営 コンサ ル タン トが150名,残 り1050

名 が シス テム専 門職 であ るが,う ち通 産省 の情

報処理技術者が システム監査+特 種136名,第 ・一

種 十オ ンライ ン387名,第 二種 が804名 お り,新

人 を除 き,ほ ぼ全 員が認定 者で ある。特 に シス

テム監 査や特種 の比 率 は高 く,コ ンサル テ ィン

グ能力 も当然持 ってい る と認識 して い る。 当社

の システ ムコンサル テ ィン グ本 部 は,わ ずか70

名 で あるが,バ ックに は強力 な専 門家集 団 がい

る。

{5)経 験 豊富 で ある こと

通産 省 のSI認 定 には,SIの 実 績 が重要 な要

素 だと されて いるが,こ の意味 は大 きい。木造

家 屋 しか建 て たこ とがない建設 業者 が鉄筋 の高

層 ビル をい きな り建 て られ るはずが な く,長 年

の経験 とノウハ ウは貴重 で ある。 また優 秀な人

間 を多 くとって いる とい って も,業 務経験 は派

遣 業務 の中で は育 ちに くい し,転 職(社)の 風 潮

の中で は会 社 としての ノウハウの蓄 積 にはな ら

ない。

また,自 社 自 らが リス クテイ クを して きたか

どうか も重要 で,サ ブ コンの経験=ゼ ネコ ンの

経験 とはな らない。

一方
,外 資系の システ ムインテ グレータの国

内参 入 も,こ うい った経験 の積 み重 ねが不足 し

て い ることか ら,固 い契約 だけでは システムが

動 かな い ことを知 って お く必要 が あろ う。

(6)プ ロ ジ ェク ト管理力,組 織力

シス テム規模 が大 きく,か つ運 用 まで請 け負

う当社 に とって,フ 。ロジェク トの管 理 は難 しい

問 題 の一 つ で あ る。 大 手都 銀,証 券 な どの第

三次 オ ンライ ンシステムの開発 は1000人 の プ ロ

ジ ェク トで,シ ステムの ステ ップは,700万 以上,

マ ンパ ワー2万 人月以上 と言わ れてい る。

大型案 件が持 ち込 まれ て も,限 られた資源の

中で最適 の タイ ミンゲで 人を さけるか否かの経

営 判断 は,重 要 で,リ ス クも大きい。

また,'11杓 で8川1,1800名 を かか える協ノ」会

社 との関係 であ るが,M内 に組織横 断的な協 力

会社委員会 を設 け,各 協 力合判の 資源 調整,契

約管理 か ら,業 務 ・技術 研修,㌧ 己学 会,海 外 視

察,レ クリエー シ ョン親睦会 を実施 して お り,

技 術 レベ ルの向 ヒと友好 関係 σ)維持 ・ii]iLに 努

めてい る、,

(7}技 術 力

ユー ザの 求 め る先 進 シ ステ ム,10年 先0)技

術 革新 に柔軟 に対応 で きるシステ ム技術 が求 め

られてい る。当社で1979年 にNTTよ り1年 先 に

バ ケ ッ ト交換 ネッ トワー クを稼 動 させ たこ とや ,

世 界に先駆 けて1988年 にOSIに よ るシステム稼

動 を実現 させ た こと も,.一 部標準化 を先 取 りし

た考 え とな って い る。

ユー ザ に受 け 入れ て もら える技 術1' .の提 案

が で きない よ うでは進歩 がない。 また 自社内 に

おいて は,シ ステ ム開発 の全 工程 におけ る生産

性の向.ヒを計 らなけれ ば開発 リス クが大 きな負

担 とな る。先進 的 なR&Dと,標 準 化 された シ

ステ ム開発 が求 め られ る。

(8)運 用 受託 と信頼 性

当社のSIサ ービスは,運 用 まで受託す るこ と

が大 多数 であ る。 システムは生 き物 であ り,作

りっぱ な しで はす ぐに ガタが くる。作 った シス

テ ムの暇 疵責 任 は当然 負わ なけれ ばな らないが,

シス テム変更 に対応 し,日 々の システムを要求

どお り稼動 させ,目 的を果 た さな けれ ばな らな

い。

この ために運用技術 の レベル ア ップやオペ レ

ーシ ョンの 自動化 もさるこ となが ら
,セ キ ュ リ一



テ ィ対策 やオペ レー タの資質 も重要 な要件 とな

って くる。

当社 には海 外 を含 め8つ の大型 コン ピュータ

セ ンターがあ り,ホ ス トは65セ ッ トにのぼ る。

システム要員の必要 オフ ィスを含 め,新 宿野村

ビル換算60階 分 に相 当す る。 国内外 の専 用 ネ ッ

トワークの総 延長 は地 球 を5.7周 分 にのぼ ってお

り,こ れ ら全 シス テム資 源 を有効 かつ ノーダ ウ

ンに運用す る ことは,コ ンサ ルや プログラム開

発 で終 わる仕 事 と質 が異 な る。

(9)企 業iイ本ノJ

SIに は 資 百〉的 な リス クも発生 す る。'1]社のSI

契 約 において は,ユ ーザか ら契約 時,中 間時,

納 品時 にわ けて 支払 い をお願 いす るケー スが 多

いが,ハ ー ドウ ェアの購 入や協力会社へ の 支払

は,別 な タ イ ミングとな るので,大 型のSIで あ

るほ ど リス ク度が高 くな る。

また,開 発期間外 に も,技 術 革新 に先行 す る

R&D,技 術 者の 資質 向 ヒの ための教 育研修,開

発用 の コンピ ュータ導入,多 数 の協 力会社 との

コ ミュニケ ーシ ョン体制,高 度 なセ キ ュ リテ ィ

設備 を伴 った コンピ ュー タセ ンターの建 設等が

必 要 で,先 進 的なSIを 受託 で きる企業体 力は,

常 日頃 の経 営 努力な しでは生 まれ ない。.

(10}グ ローバ ル力

国際化 の時代 には,シ ステ ム もグ ローバル化

して きてい る。 当社で は,ニ ュー ヨー ク,ロ ン

ドン,ホ ンコ ンに大型 コ ンピ ュー タセ ンターを

建設 し,日 米,日 英間の国際VANも 稼働 させ た。

相手方国際VAN会 社 はいずれ も当社の現地法人

子会社 で あ る。EDS,IBM,AAの よ うな グロ

ーバル企業 と競 争す るため には,や は り自 ら も

グ ローバ ルカ を蓄積す る必 要 があ る。

当社 には海外 子会 社に300名 の ス タッフを擁 し

てお り,海 外 でのソ フ トウ ェアパ ッケー ジの使

用経験 を,国 内 での システ ムづ くりに生 か した

りしてい る。 当社 独 自の システム ク リニ ック事

業 は 海外 で もユ ーザ を獲 得 してお り,KDD社

他 とはニ ュー ヨー ク,ロ ン ドンでテ レハウス(情

報通信 ビル)事 業 も始めてお り,グ ローバルな支

援 がで きる体制 が整 ってい る。

2.2当 社 の システム イ ンテ グレーシ ョン体制

これ までの具体例 で システ ムインテ グレータ

の成立 条件 な り,当 社の考 えがおわ か りいただ

けた と思 うが,最 後 に当社 のSIへ の取組 みを整

理 す る。

(1)シ ス テムイ ンテ グ レー シ ョン担 当本部

当社 ではSIサ ー ビスの うち,設 計 ・開発 を証

券 シス テム本部 な どが担当。R&Dを 技 術本部,

運 用管理 を運 用管理本部 が担 当 して お り,こ れ

らの コーデ ィネー タ的立場 に システム コンサル

テ ィング本 部 があ る。

当社 の システ ムコンサル テ ィン グ本部 は,戦

略情報 コンサ ル テ ィン グ部,シ ステ ムコンサル

テ ィング部,シ ステム ク リニ ック部,シ ステム

バス ケ ッ ト部,公 共 シス テム企画 開発室 な どで

構成 され,約70名 の メンバーで あるが,全 社 あげ

ての システム専門 スタ ッフ制度 や委 員会制度 に

よ る支援が特長 で,当 本部 だけでは対応 の難 し

い問題 に も,全 社 か ら組織横断 的に業務 や シス

テ ムの 専門家 を集 め られ る体制 が作 られ てい る。

シス テムコ ンサル テ ィング本 部 は,さ ま ざま

な顧客 との接 点 にいるこ とか ら,SIビ ジ ネスの

受皿 として機能 して いる。

(2)総 合 的 な提案 力

従来 よ り,当 社の社会,経 済,科 学,産 業 な

ど幅広 い リサ ーチカ,コ ンサ ルテ ィングカ には

評価 をいただいて い るが,中 立 的な提案 に とど一
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技 術 本 部 運 用 管 理 本部

R&D,技 術 支援 コ ン ピ ュ ー タ,ネ ッ トワ ー ク の 管 理

ま らず,よ り具体的 な ビジネスに結 び付 くコ ン

サル テ ィン グが増加 してい る。最近 では,公 官

庁 の政策提 言 も,企 業 の経営 戦略策定 に もシス

テ ムがか らむ ものが多 くな って お り,シ ステム

インテ グレー タとしての実績 と合 わせ ることで,

よ り強 力な支援 がで きるよ うにな ってい る。

これ か らの システ ムイ ンテ グレータは,高 度

な調査 ・コンサルテ ィングカ と,経 験 によ るア

プローチが相互 に総合 力 とな る企業が生 き残 っ

てい くと考 えられ る。

参考:野 村総合研究所 「情 報世紀 を展望 する」(非 売品)

注 「システ ムク リニ ック」は野村総 合研究所の登録商標 です。
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情報化の進展と

システムインテグレーション

∫

当協会では,去 る2月17日,講 演会 「情報化の進展とシステムインテグレーション」を

開催致 しました。この講演会では,

①通商産業省のシステムインテグレータ振興策

②米国におけるシステムインテグレーションの動向

③ わが国におけるシステムインテグレーションの動向

の3セ ッションについて,専 門家による講演およびそれに対する質疑応答が行われました。

以下に,各 講演の内容を要約 し,掲 載いたします。一
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情報化の進展と

システムインテグレータ振興 策

通商産業省機械情報産業局情報処理振興課

目 黒 克 昭

今 日は,シ ス テムインテ グ レー シ ョン税制,正

確 には統 合 シス テム保守準備 金制度 とい うふ うに

申 します が,63年 度 に創設 され,新 しい制度 とし

て ス ター トした もので,ま ず,そ の税制 が で きる

までの背 景 といい ますか,言 葉 をか えてい えば,

通産 省 の システムイ ンテグ レー シ ョン振興 策の狙

いが大 きく ら ほ どあ りまして,ま ず 一番大 きな

狙い と しては,マ クロ経済的な問題意 識 とい うも

のが非常 に強 か った。 これは どうい うことか と申

します と,わ が国の情 報産 業 とい うのは雇 用吸収

力 もあ る し,か な り高 い成 長率 をこれ まで維 持 し

てい る。今後 も引 き続 き成 長 して い くことが期待

され る。鉄鋼 とか,自 動 車に代わ る新 しい 日本 の

基幹産業,つ ま り,わ が国 の リーデ ィング ・イン

ダス トリー とい うことで非常 に期待が高 ま ってい

るとい うことです 。

そ うい った定量分析 と して皆 さん御存 じだ と思

い ます が,62年 の 秋 に発 表 され ま した通産 省 の

「2000年 の 情報産 業 ビジ ョン」 とい う長期 的な展

望 では,日 本 の経 済 が名 目で5%程 度,実 質 に直

します と3.5--4.0%と い ったと ころで あ り,そ う

いった成 長 を今後 とも続 けて い くため には,一 体

情報産 業 が どうい う形 で発 展 して い く必要 があ る

か。 それ には3点 指摘 してい ます。

まず,GNPに 占 め る情報産 業 の生産 額 の割 合,

これ が59年 の 時点 では6.4%で す が,こ れが65年 に

9.7%,70年 に14.5%,75年,つ まり,2000年 に は

20.7%へ と増大す る必要 があ る。 こ うい うふ うに

上昇 していか ない と,名 目5%の 成 長 は維 持 で き

ない としてい ます 。

同様 に,設 備投 資全体 に占め る情報化投 資の割

合,こ れ が59年 の11.1%か ら16.6,24.3,そ し て,

2000年 に は33.1%こ れ だ け上昇 していか ない とい

けない。 さらに,情 報産 業の 中で情 報 サー ビス産

業 が,今 後引 き続 き17%台 と い う非 常 に高 い安 定

した成長 率 を確保 す る必要 が ある。 つ ま り,今 後

非常 に莫大 な情報 化投資 とい う ものが必 要 にな っ

て い くだろ うとい うこ とが考 え られ ます。'

これ だけの情報化投 資の伸 び を維持 す るために

は,こ の辺 りに シス テムイ ンテ グ レー シ ョン ・サ

ー ビス とい った ものが求 め られ る一 つの背景 があ

ります。

2番 目の大 きな背景 といた しま して,非 常 に高

度 化,あ るい は複 雑 化 したユ ーザ ・ニ ーズ,そ一
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うい った ものに対応 す る何 らかの手 当が され ない

とい けないので はないか とい う問題意識 が あ りま

す。最近 で は企 業の意思決定 にかか わ るよ うな,

そ うい う非常 に高度 な判断 を要す るよ うな分 野 に

まで次 第 に情報 化の波 が押 し寄せ てい る,適 用領

域 が拡 大 しつつあ ります。

それ か ら,質 的 に もか な り変 わ ってい ます。一

つ にはネ ッ トワー ク化 の要請,あ るい は,よ り使

いやす い シス テム,ユ ーザ ・フ レン ド リーな シス

テムに対す るニー ズが高 まって います。 さらに は,

最 近 では マルチベ ンダ,マ ルチユース とい うのが

… 般 化 して お り,ユ ーザ に とって一 番最 適 な シ

ステムの組 み合わせ とい うか,構 築 とい った もの

がだん だん と求 め られてい ます 。

これ らを ま とめて高 度化,あ るい は複雑 化 した

ユ ーザ ・ニ ーズへ の対 応 とい うこ とで 位 置 づ け

て お きたい と思 い ます。

3番 目 としまして,情 報 サ ー ビス産業 の業態 の

高度化 といい ます か,私 ども情報 処理振興 課 とい

う名 の とお り,情 報サ ー ビス産 業 の振興,そ れが

最大 の仕 事 にな って いるわ けで,情 報 サ ー ビス産

業 を将来 どうい う方 向へ持 ってい くの が一番 いい

のか,業 界の さらな る発展の ため にはよ り高付加

価値 とい うん です か,そ うい った産業 として発展

して い くとい うのがや っぱ り重要 なので はないか

と考 え ます。 メー カ,ユ ー ザ系 の企 業 なん か と

対 抗 し得 る よ うな 企 業群 とい うことで,何 とか

成長 してい って もらいたい と期待 して い る。 以上,

申 し上 げま した3点 を総 合的 に考 えて,一 つの施

策 とい う形 で実現 した とい うことです。

ですか ら,以 上 申 し上 げま した よ うな3っ の点

を満足 させ るよ うな新 たなサー ビス形態 といいま

すか,そ れが シス テムイ ンテグ レー シ ョン ・サー

ビスだ とい うふ うに思 ってい ます。

とはい って も,な か なか簡単 にで きるサ ー ビス

ではな く,い ろんな難 しい面 もあ るし,問 題 点 も

生 じて います 。 そこで4点 ほ ど問題 を挙 げ ます と

第1に,ユ ーザの期待 に応 え られ るだ けの広 範

な技術力 を有 してい るか。

第2に,ユ ーザの要求内容 とい うのがなか なか

不明確 で あ る。

第3に,一 般 的 に非常 に長 い構築 期間 が必要 に

な るケースが多 い。

第4に,サ ブコ ンをプ ロデ ュースす る能力 が必

要 であ る。

こうい った問題 を解決 で きる企 業 とい うのが優

秀 な システ ムイン テグ レー タ とい うこ とに な り

ます。 あ る意 味 では厳 しい面 もあるわ けで,よ い

サ ー ビス形 態 なんです が,ま たそれに至 るまでの

ハー ドル も多い とい うことで,そ のハ ー ドルの数

をで きるだけ少 な くして あげ る必要 が あるわ けで

す。言葉 を変 えてい えば,企 業努 力 だけで は解決

出来 ない ところ もあ るわけですの で,通 産 省で は,

このた びは税制 とい う形 で,で きるだ けインテ グ

レー シ ョン ・サ ー ビスにかか る リス ク負担 を軽 減

しよ うとい うこ とにな ったわ けです。

それでは,税 制 の中味 につ いて,少 し説 明 させ

ていただ きます。

最近,と くに シス テムが複雑 化,あ るい は高度

化 して く ると,ユ ーザ ヘ シス テムを納 入 した後

に暇疵 とい った もの が生 じて,多 額 の保守費用 が

発生 してい ます。 それに対応す るために,各 企業

は有税 で もって準備 金 を積み 立てて います が,保

守 費用 もばか にな らな い。 そのため,準 備 金の積

立率が どん どん,最 近 では大 きくな ってい ます。

そ こで,各 企業 が抱 えてい る無償補 修に伴 う リス

クを少 しで も軽減 しよ うとい うのが この税制 の趣

旨です 。一/
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その仕組みは,「通産 大臣が認定 した事業者が,

一定の要件を満たす事業 を提供す る場合,当 該事

業の提供 に係る収入金額の10%の 準備金を積み立

てることができる。」 という内容です。積み立て ら

れた準備金 というのは,積 み立てた後4年 間は据

え置かれ税金はかか らない。その後4年 間で均等

額 は取 り崩 され る。取 り崩 した段階で益金算入と

い うことにな りますので,こ の段階で税金がかか

る。ですか ら,払 う税金は同 じなんだけれども,

結局繰 り延べ効果 というものを期待 した制度なわ

けです。

それか ら,こ の税制を使える主体ですけれ ども,

通産大臣が認定 した事業者,通 産大臣の認定 を受

けた事業者だけが使 える税制 という仕組みになっ

ている。

つ ぎに,一 番大事な告示ですけれども,通 産大

臣が行 う,認 定に関する手続 きを定めている告示

があ ります。登録 とか,認 定制度に関するこの制

度の性格 をまとめた非常に重要な ところですが,

この税制 を運用するにあた りましては,通 産大臣

がシステムインテグレーション ・サービスを円滑

に遂行できる能力 を備えた事業者 というものをあ

らか じめ認定 して,そ の認定 を受けた企業のみに

その税制の適用を認めるという仕組みをとってい

ます。 この意味 は,ユ ーザ保護の観点 に立 った

制度だということです。それでは,認 定あるいは

登録 にあたってはどういったところを見ているの

か,基 本的な視点 といったものは何か とい うこと

ですが,次 の3つ の面か ら見てお ります。

一つには事業者の技術力,技 術者の例 えば構成

であるとか,設 備機器,あ るいはどういったサー

ビスをその事業者が提供 しているかといった もの

を見させていただく。二つめとして,企 業体力とい

うことですが,こ れは資本金,売 上,利 益率な ど

を参考にさせていただ くということです。三つめ

として,当 該事業者のシステムインテグレーショ

ン・サービスに係る実績 ということで,い くつか

実例 を書いていただきまして,そ れに対す る評価

をある程度行 うとい うことです。

なぜその登録制度 とい うものを設 けたか という

ことですが,こ の登録制度 というものを認定制度

の予備的段階 ということで位置付けまして,認 定

の方に比べて多少弾力的な審査をしていこうとい

うことにしています。登録 を仮免 ということにす

れば,認 定が本免許みたいな,そ ういう感 じにな

っています。

弾力的にという意味ですけれども,こ れは登録

にして も認定 にして も,ど ちらも同 じ観点か ら審

査をするわけです。違 うのは,登 録企業の中か ら

大規模なシステムに成功 している,い くつか手掛

けられているといったところを認定企業 というこ

とで見るわけです。基本的にはそ ういう実績 とい

う面で区別 しているとい うことです。

登録 された企業は,情 報サービス企業等台帳に

その会社の概要 を掲載するということになってお

ります。その他 に通産省の公報に も掲載 していま

す。

去年の12月12日 付で第1次 の登録,あ るいは認

定企業を発表 したわけですけれども,そ の概要 を ・

申し上げますと,256社 からの登録の申請があ りま

した。審査の結果,199社 が登録企業 ということで

決定 したわけです。認定の方につきましては,172

社か ら申請が出まして,審 査の結果,73社 が認定

されまして,わ が国のシステムインテグレータ振

興策の第一歩が記 されたわけです。一



一
米国におけるシステムインテグレーションの動 向

日本アイ・ピー・エム㈱ システムズインテ グレーション推進 本部

松 井 修

日本 アイビーエ ムがSIと い うビジネス を始め る

もと もとの きっかけ になったのは,IBM本 社 の中

で は,主 に連 邦関係 の ビジネス をや ってい るグル

ー プが あ り,昔 はFSDと 申 しま して,フ ェデ ラ

ル ・システム ・デ ビジ ョンとい う形 で,仕 事 をや

ってお ったが,約2年 ほ ど前 か らシステム ・イン

テグ レー シ ョン ・デ ビジ ョンとい う形 の組 織 をつ

く り,も と もといわゆ る国益 といいますか,ス ペ

ー スシ ャ トル とか,軍 関 係のい ろい ろな プ ロジェ

ク トをや って おった グル ープで あるわけですが,

そ の グル ープが今核 にな りまして,シ ス テム ・イ

ンテ グレー シ ョン ・デ ビジ ョン とい うこ とで,ビ

ジネスをや って お ります。

人数 的 には,今,約1万8,000人 ぐらいの人間 が,

い わゆ るSIと い うふ うな ビジネスをや ってお りま

す 。中身的 には エンジ ニアあ るいは フ。ログ ラマ,

製 造部門 も一 部入 ってお ります。

メーカがイ ンテグ レーシ ョンしてい ます ので,

基 本 にはやは りIBMの 製 品が中心 にあ り,そ れに

いろいろな オペ レーシ ョンのサ ポー トを入 れてみ

た り,あ るいは特 注 のハ ー ドウ ェア,特 注 の ソフ

トウ ェアあ るい は トレーニン グ,オ ペ レー シ ョン

の代行 とい うふ うな こ とを含 め,全 体 の システ ム

デザ イン,あ るい は シス テムマネー ジメン ト,そ

れに いろいろ な機器 の調達等 を含 めて,シ ステム

と して,イ ンテ グレーシ ョンして,御 提供 す る と

い うことをや って お るわ けです。

今 のアメ リカ等 の傾 向か らします と,ま ず,官

庁関係 の フ。ロジ ェク トとい うの は,IBMの 製 品 そ

の もの,あ るい は そ の他 い ろい ろな メ ー カ さん

の製品 を含 め ま して,カ ス トマイズす る といい ま

す か,そ れ をモデ ィフ ァイ して,特 注 でいろ いろ

つ くって い くとい うの がほ とん どの ケー スです。

民間 の システムインテグレーションとい う形 では

どうな ってい るか といい ます と,一 般的 な傾 向 と

しまして は,お 客様 は 自分 の ところに合 う もの を

持 って きて くれれ ばいい。

それ か ら,お 客様 の一般 的 な要望 とい うのは,

自分 た ちと一緒 にな って イ ンテ グレー シ ョンを,

自分た ちの ところ に来て や って ほ しい とい うのが

や っぱ りアメ リカの お客様 の一つ のニ ーズの一 端

です 。 アプ リケ ーシ ョンその もの も含 めて イ ンプ一/



リメメ ンテ ーシ ョンして ほ しい とい うそ うい う要

望が あ る。 もう一 つ は,い ろいろ な自分の ところ

で持 ってい る知識 な りノウハ ウな り,そ ういった

もの を外 のオー ガニゼー シ ョン,IBMで あ ろ うが,

ど この インテ グ レー ター で あ ろ うがい ろいろな

工 業所有権 その他 を含 めて,あ るい はそ うい うノ

ウハ ウ,知 識 を含 めて外 へ出 るとい うこ とに対す

る若 干の ため らいがあ るのか と思 い ます。

契 約 とい う観点か ら見 ます と,い ろ いろな シス

テムインテグレーシ ョンの契約 とい うのは,IBMも

比 較 的標 準的 な もの をつ くってお るの です が,お

客様 に応 じて,割 と千差万 別で あ ります。

請負 とい う観点 か らは,請 負契約 で あ りなが ら,

割 と我 々の運用 もフ レキ シブル にや ってお るわけ

です が,フ レキ シブルにいろい ろな ことに対応 し

て くれ るとい うのはか な りお客様 か ら見て,一 つ

のキ ーにな ってい るよ うです 。

インテ グレー シ ョン関連 の ビジネスは全 体的 に,

どの ぐらい伸 び るだ ろ うか。例 えばIBMだ け を見

ます と,91年 ぐ らいで,約3,000ミ リオ ンダラー。

これ はIBMの い わゆ る標準製品 とい うことではな

くて,そ れに伴 いますい ろいろな開発 です とか,

あ るいはOEM,そ の他 を入れ たインテグ レーシ ョ

ンの ビジネス とい うのは,こ れ ぐらいの勢 いで実

際伸 びるで しょ う。

現実 問題 と しては,IBMの 中 で もシステ ムイン

テグ レーシ ョンとい う中の官庁 ビジネスの占め る

割合 とい うのが非常 に まだ多いわ けですが,多 分

91年 ぐ らい で官庁 コ マー シ ャル とい うのが,同

じ割合 にな って くるで あろ うとい うふ うに見てい

るわ けです。

システ ムインテ グレー シ ョンその もの は,お 客

様の問題 に対 して,一 括 で作 業な りサー ビスな り

を提供 しましょ うとい う形 で言 って い るわ けです

が,ア メ リカの契約 を見 ま して も,シ ス テムの性

能 に関す るコ ミッ トとい うのが比 較的 多い です。

納 期 とかい うの は,も ちろん 入れて あ るわ けです

が,ほ とん どの ケース,お 客様 でいつ いつ まで に

こうい うシス テムをカ ッ トオーバ ーす るため には,

そ こか ら何 ヵ月前 にお約 束の シス テムを納 入 しま

す とい う感 じの納期 とい うの が アメ リカの契約 そ

の他 で は多い よ うです。

費用 について は,余 り全体 を フ ィックス ドブラ

イスで,幾 ら幾 らで最 初か らや ります とい うの は

ほ とん どない。 いわゆ る要件定義 だ,何 だかん だ

とい うと ころ を,ど ちらか とい うと時間単価 とい

いますか,働 い た分 だけにな にが しかの マ ネジメ

ン トフ ィーを加 えて,こ れ ぐらいでや らせ て くだ

さい,あ る程度先 が見 え ます と,そ の後 ろを フィ

ックス ドブライスで,幾 ら幾 らで受 け ます とい う

形 の コ ミッ トが ほ とん どです。

そ うい う観点 か らみ ます と,ア メ リカのい ろい

ろな契約 を見 ま して も,ま ず どれ に もあ るの は,

性 能 とか,機 能の どうい うものを約束 します とい

う もの はあ ります が,納 期 が必 ず約束 されてお る
　

もの とい うのは,そ の中で7割 とか,そ の ぐらい

のパ ーセ ンテ ージだ と思い ます 。必ず あ るの は,

請 負作業 として何 か満 たせれ ば,こ の契約 は完了一



します とい う,検 収条件は必ず非常に明確にうた

われてお ります。

それか ら,要 件定義から導入あるいはその運用

まで,こ れを一本の契約でやるとい うのはほ とん

ど見 られないのが現状か と思います。要件定義な

ら要件定義だけをある請負 としてやって,ま た次

に設計に入る。要件定義から開発完了 まで とか,

こういう形でここか らここまでを例えば1,000億 円

あれば全部や ります という話の契約書 というのは

ほとんど見たことがない。

その辺が,日 本 と比べます と,日 本のシステム

インテグレーションという場合には,問 題解決策

を提供します とい う形で,ど ちらかというと,頭

か ら後ろまでを全面的に責任を持 ってやります と

いう言い方です とか,リ スクその他を含めて,フ

ィックス ドブラィスで全体を大体これ ぐらいでや

らせていただきます という形の契約が非常に多い。

窓口その他 も一本化 されています。

要件定義な りあるいは フィージビ リテ ィスタ

デ ィをAと い うインチグレータにや らせたか ら

そのあとのインプリメンテーションといいますか

開発プロジェク トを必ず しもそこにや らせるので

はないよ,要 す るにこういう作業(要 件定義)は こ

ういう作業(要件定義)で一つの決着をつけて契約を

結ぶ。そのあとはまたどこに行 くか もわかりませ

んよとい うのがメインの理由だと思 うのですが,

比較的日本その他では,お 金がこのような作業に

対 してなかなか取 りに くい。一方,ア メリカでは

そ ういった提案,あ るいは販売前のいろいろな作

業 とい うのは比較的スムーズに有料でサービスが

行 われ てい るとい うのが一つ の大 きな違 いか と思

い ます 。

もう一つ は,シ ステムインテグレーションの場合

に,窓 口の一本化 とい うことをよ く言 われ るので

す が,こ れ も日本 とアメ リカの違 い とい う形 でい

います と,日 本 の会社 とい うのは,や っぱ り会社

の評価 が全体 の売 り上 げ規 模 で評価 され る関係 で,

イ ン チ グ レー タ と言 わ れ る会 社 は,い ろい ろな

インテグ レー シ ョンに関連 す るハ ー ドウェアです

とか,通 信 機器 です とか,そ ういった もの も全部

自分 の と ころに一 旦買 って,自 分 の と ころが窓

口 になって,さ らに外 に売 る,つ ま り売上 げ とし

て計上 します 。

ア メ リカの い ろ い ろ な イ ンチ グ レ ー タの場合

とい うの は,会 社 の評価 が利益率 で行 われ るた め

例 えば コ ンサ ル テー シ ョンです とか,ア プ リケ

ー シ ョンの開発 とい うところが 自分の得意 だ とす

る と,そ れ に関連 ず る売 り上 げは売 り上 げ原価 に

対 してあ げて い るが,自 社 の もので はな くて,い

ろいろな ものを インテグ レー シ ョン した場 合 には

どっちか とい うと調達 の仲介 をして い るだ けで,

売 り上 げ上 にはこういったところは全 然 あがって こ

ない よ うな形 の契約 といい ますか,い わ ゆ る調達

行為の代行 みた いな形 にな って います。や は りコ

ンサ ル タン トな らコ ンサル テー シ ョンの ところ が

メイ ンの業務 になってい る とい うのが,全 体的 に,

日本 と比 べ ます と,大 きな違 いか と思 います。

次 に,SIの ビ ジネスを推進す るための いろいろ

な運用管 理の問題 が あ ります 。

ア メ リカのIBMそ の他,ど この インテ グレー ター



に 聞 い て も,コ ンペ テ ィタ ーの 問題 分析 といい

ま す か,コ ンペ テ ィター その もの の提 案 の 分 析

とい うもの を非常 に綿 密 にや ってい る とい うの が

一 つの大 きな特 徴 だ と思 い ます
。 お客 の要求 を う

ま く合わせ て,本 当に勝 て るプ ロポ ーザル,即 ち

お客様 か ら評価 され るフ。ロポーザル といい ますか,

そ うい うもの をいか に うま くつ くるか とい うの が

非常 に大 きなキー になってい ます。

実 際,こ れ は日本IBMだ け では ないです けれ ど

も,シ ス テムイ ンテグ レー シ ョンをマ ーケテ ィン

グとい う点 か ら見 ます と,い ろいろな プ ロジェ ク

トを受注 します場合 に,ど の順番 に進 めるか とい

うと,そ の第1は,や は り見込み売上 金額 がか な

り大 きな ものか らとな ります。 また,潜 在的 な市

場の デマ ン ドとい うものを,あ る ことをや る こと

によ って,非 常 に喚起 で きるので あれば,そ こに

もか な りの投資 をしよ う。 トライアル としての,

よ り先進的 な もの をSIと い う形 でやってみ よ うと

い うフ ァクター。 これ も順番 的 にい うとかな り高

い プライオ リテ ィーと思 われ ます。 その次 に は,

一 つ システ ムインテ グレーションをやれば
,そ の 同

じ開発 したパ ッケー ジが,ほ かの お客様 に も少 し

の修 正で どん どん適 用で きる。そ うい った もの を

かな り重視 して い ます 。

次 に,非 常 に リス クの高 い プロジ ェク トに対 す

る対応 です が,リ ス クその もの をプライスに はね

返 らせ る とい うよ りは,事 前 に リスク とい うの は,

い ろいろ な角 度か らアセス を して,そ れが もし起

こった場合 には ど うや って対処 しよ うか とい う,

一 つ一 つ の対 策 を全部 事前 に検 討 して
,そ れ をプ

ライスにはね返 らせない よ うに して います 。

それか ら,ど こに行 って も同 じです が,リ ソー

ス,特 に ヒューマン リソース とい う意味 での調達

能力 が非常 に大 きな問 題 にな って きて い るわ けで

す。 アメ リカのFSDと い うの も,先 程 あ りま した

よ うに,1万5,000人 ぐ らいで スター トして お りま

す が,こ こ2年 ぐらいで,3,000人,4,000人 と増

えて い るよ うに,ス キルのあ る人 を とにか く集 め

な い と,SIと い うの はやは りかな り厳 しい状況 で

あ ること も否 めな い事実 です。一番 問題 にな って

いるのは,や は りSIと い うのが ビジネスとして走

り出 して非常 に 日が浅 い こと もあ りま して,各 社

とも管理,評 価 の システ ムとい うのが,必 ず しも

100%確 立 してい るわ けで はないですが,こ れが う

ま くで きてい ない ところは,そ れ な りに苦 しみが

多い よ うです。

アメ リカその他 を聞 きます と,イ ンテ グ レー シ

ョンとい うサ ー ビスの中の ほ とん どの ケース に,

そ の インテグ レー トして納 入 した システムに関連

す るオペ レー シ ョン,あ るいはその回 りの サポ ー

トされ る要員 の方 々 に対す る一 種 の教 育 とい うか

訓練 とい うか,そ うい った ところを含 めた,外 の

エン ド ・ユ ーザ さん へ の 要 員 訓練 とい うめが セ

ッ トにな って渡 されて いるケー スが多い。 そ うい

う意味 での教育 の売 り上 げ とい うの も,SIの 中 に

大 きな比重 を占 めて くるであろ う とい うふ うに も

言 われ てい るわ けです。

評価基準 に戻 ります と,ほ とん どのケー ス,ア一
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メ リカです と,請 け負 った場合 に,請 負 内容が厳

密 に定義 されて い る。従 って,逆 にいい ます と,

請 負 内容 が はっ き りしな い時 には アメ リカ流 には,

こ れは先 が 見え るまで はいわゆ る時 間単価方式 と

いい ますか,100人 月 かか った ら,100人 月 の値 段

を くだ さい とい うこ とで逃 げるで し ょう。 それか

ら仕様変更 とい うのが もう一 つの問題 として あ り

ます。 アメ リカにお いて も非 常 にお客 さま とネ ゴ

シ ィエ ーシ ョンしに くいのは,当 初 プランして,

プ ロジ ェク トが走 って いる問に,外 部 の環境 が変

化 して,当 初思 って い る機能 では ま るで足 りない。

もっ とい ろい ろな こ とを付 け加 えて いかね ば な

らない とい うふ うな ものの仕様変 更 をど うい うふ

うに カバーす るか とい うのは大 きな フ ァクターに

な って くる。 アメ リカで も,非 常 に そ うい うお客

様 との折 衝,あ るいは ネゴ シエ ー シ ョン能 力 に

たけた プロジ ェク トマネー ジャーを起用 して,つ

ま り,ヒ ューマ ンフ ァクターで この辺 もうま くお

客 さま と話 を して解決 して いってい る。我 々か ら

見 る と,あ れ だけの契 約社会 で あ りなが ら,や っ

ぱ りそ うい う ところが あるのか な と思 い ます。

今 もっともSIで 注意 を払わ ない といけないので

はな いか と言 われて い るの は,お 客様 か ら出 され

た要求項 目を評価 して,ど ん どんいろ いろ とプロ

ジェク トの成 果物 の もとになる もの をつ くって い

く個 々の過程 において,ど うい う客観 的な見積 り

な り,そ の評価方 法 とい うのが あ るのだ ろ うか と

い うことです。 この辺 りは,い ろいろ意見 があ り

ます が,一 番最初 のお客様の本来 思われ てい る構

想 な り,要 求 とい う ものをいか に正 し くとらえて

これ るか とい う意 味 での プロ ジェク トマ不一 ジ ャ

ーの養成 です とか,そ ういった ものの伝達 の方法

とい うのは,大 きな一 つ のチ ャレンジにな って い

るよ うです。

IBM契 約 で も,確 定価格 でや って いる契約 が あ

るわ けです が,そ れ があ る ところで,ス ケ ジ ュー

ル上,あ るい は要件 が変 わって,コ ス トが大幅 に

変 わ って しま うとい うふ うな ケースでは,割 とス

ムーズにそ の契約 の ター ミネーシ ョンとか,契 約

の一方的 な終 了 とか い う形で の処理 をお互い に当

然納得 つ くでや って い る。だめ だ とわかれば やめ

るとい うの も,ど うもア メ リアの傾 向 としてあ る

よ うです。

システムインテグレーションと言 った場合 には,

ほ とん どの契約 で もそ うですが,1年 目,2年 目

とい うところは,お 金 がか か るばか りで,な かなか

それ に対応 して売 り上 げは伸 びない。SIを や るに

は,そ れ な りの投 資 が必要 だ し,営 業戦略 とか マネ

ー ジメ ン トの ジ ャ ッジメ ン トとい うの を しっか り

と得 ておか ない と,単 年度 で,こ れだ け うま くい

ってい ないか らす ぐにだめ だ とか,あ るいは単年

度 だ けを見て,こ れだ けの人数 でい け るとい うこ

とで リソ ースを減 らす とい うことで もい けない。

以上,特 に シス テムイ ンテグレー シ ョン とい う

もの を推進す る,あ るいは そ うい った もの を ビジ

ネス としてや ろ うとした場合 には,大 体 どこの会

社 にお きまして もよ く言 われてい る点 か と思い ま

す。一
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わが 国におけるシステムインテグレーションの動 向

NTTデ ータ通信㈱産業システム事業部

企画部長 大 野 亮

シス テムイ ンテグ レー シ ョン ・ビジネスを進 め

て行 くに当た って,NTTデ ー タ通信株 式会社 が,

具 体 的に ど うア プローチを しよう としてい るか を

説明 したい と思 い ます。

昨年の5月23日 にNTTデ ー タ通信株式会社 とい

うの をつ くりま して,資 本 金 は100億,現 在NTT

の100%出 資,社 員数 が6,800人,実 際 に営業 を開

始 した のは7月1日 で1年 足 らずです。 それで,

NTTデ ー タの企業理念 とい うもの を,何 をどう考

えてい るか とい うこ となんです が,4つ の断面 か

らイ ンテグ レー シ ョンビジネスを進 めて い く会社

とい うの を定義 い たしま した。

まず,事 業領域,ど うい うフ ィール ドで事業展

開す るか。 や は りインフ ォメー シ ョンテ クノロジ

ー とい うことで
,情 報通信 の分 野で 当面 はい こ う。

サ ー ビスの内容 として は,企 業の戦略立案 の と

ころか ら発 して システ ムを企画 し開発 を行 い,そ

れ を運 用 まで して い く非 常 に幅広 の プ ロフェッシ

ョナルサ ー ビス とい うのを実践 してい きたい。そ

の 中 で シ ステ ムを通 して ユ ーザ に とっては事業

が創出 で きる,こ うい う事業 創出形 の システ ムを

提案 してい く。 これ を事業領域 と,こ う考 えて い

るわ けです。

第2の 側 面 として,社 会的役割 とい うことで 見

ると何 だ といい ます と,未 来へ の貢 献 とい うこ と

で,情 報通 信 システ ムとい うもの を通 して,社 会

の夢 をふ くらませ てい く。 それ で新 たな情 報社会

の文化創造 へ寄 与してい く。

第3の 側面 として,以 上 を実践 す るために必 要

とな る固有能力 と して,一 つ は創造 への洞察力 で

す。 このた めには先見性 がい る。 もう一 つ は,そ

の先見性 に基づ いて一 つ の シス テム コンセ プ トを

つ くり上 げ まして,エ クセレン トテクノロジーとい

い ますか,最 先 端 の技術 で もってそれ を具体 化 し

て い く。 そ うい う最先端 の技術能力,こ れを保 有

しよ う。そ うして,そ れ らをインテ グレー トして

システ ムと して具体化す る トータル プロデ ュー ス

カ,総 合 的 な創造力 とい うの をつ けてい く。 この

三 つ を固有 能力 と考 えて お ります。

第4の 側 面 として,企 業精 神 は どうか とい うと,

1番 目に ヒューマ ンウェアス ピリット。ソ フ ト,ハ

ー ドを越 えた ヒュー マンウ ェア とい うことで,や－
L



は り人 間 を中心 に した精神 でい こ う。次 に,開 拓

精神 といい ます か,フ ロンテ ィアス ヒ。リッ ト。3

番 目がセ ル フイノベー シ ョンス ピリ ットとい うこ

とで 自己改革,や は り自らが高 まってい かない と

ユ ーザ サ イ ドにいいサ ー ビスがで きない。

こ うい う企 業風土 を ベースに して,ト ー タル と

して,プ ラス0.5次 化 企業 とい うこ とで,私 どもが

システ ムをつ くり上 げ,シ ス テムを埋 め込ん でい

けば,そ この産業 とい うのがプラス0.5次 化 され る,

高 次 元化 され る。 こうい う企業理念 を描 いてい ま

して,こ れをバ リュー ク リエイ ター と呼 んでい る

わ けです。

シ ス テ ム イン テ グ レ ー タ とい うのを捨 ててい

るわけではな くて,そ れ を包含 して その上 をい こ

うとい う意 識 がバ リュー ク リエ イ ター,あ るいは

情報価値 化企業 と意識 してい る。主軸 はや は りシ

ステ ムインテ グレーシ ョンと ビジネス を通 じて,

バ リューを ク リエ イ トを して い くとい う考 えで あ

ります。

NTTデ ー タがかつて考 えた システムインテグ レ

ー シ ョンサ ー ビス とは,少 な くと も私 ど もが3年

前 に意識 した 「明 日を見つめ るシステ ムイ ンテ グ

レー タ」 とい っ た時代 は,ユ ーザ サ イ ドか ら出

され る シス テ ム要求 条 件 を最 もい い形 で実 現 す

るシステ ム開発 に重点が あ りました。 したが って,

シス テム要求 条 件 とい うの は ユ ーザ サ イ ドで決

めて くだ さい,そ れ に基 づいて我 々は最適 のシス

テム をつ くります とい うのが 当時 の我 々の意識 だ

ったわ けです 。

一 方
,シ ス テム化 ニ ーズの源流 へ と遡 ります と,

これ は企業 戦略 に辿 り着 くわけです が,こ こはコ

ンサ ルテ ィング会社 の事業領 域 なわ けなんです。

したが って,シ ス テム化 の流れ の一番 上流か ら下

流 まで,つ ま り,こ の企 業戦略 を立案 す る ところ

か ら端 を発 して,シ ス テムを企画,開 発 し,運 用

して い くまでの,こ の トー タルの ドメイ ンとい う

もの を カバ ー してい こ うとい うのが,私 ど もが新

しく考 えて いるプ ロフ ェッシ ョナルサー ビス,バ

リュー ク リエイ ターとい う意識 です 。

それ では一番 上流 の戦略 立案能力 を中流 以下 を

中心 に していた会社 が持 て るか とい うことが課題

に なるわけです が,私 は大変 これ は難 しい と思 っ

て います 。性格 とい うか,ビ ジネスのや り方 とい

うか,も のの考 え方 とい うのが かな り違 うわけで

す。

そ うな って くる と,関 連 の会社 をつ くるか,あ

るい は社外 に求 め るか とい うことにな って くる。

つい最近,私 どもは ここを補完 す る とい うこ とで,

ボ ス トン ・コ ンサル テ ィング ・グルー プと業務協

力 とい うか,業 務提携 を した。 その背景 は、 この

一番 上流 の部 分 を補 うとい うこ とでや ったわけで

す。

一方
,コ ンサ ルテ ィング会社 が,い ろい ろコン

サルテ ィングをや ってい く中で,ど うして も情報

シス テムを取 り入 れてい かない とその戦 略 とい う

のは実現 しない,そ うい うときには我 々が システ

ムを手が け る,こ うい う形 の提携 とい います か,

業 務協力 を とったわけです。一
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これ は非常 に緩 やか な提携 であ りまして,今 後

いろいろな形 で いろ いろな ところ と協 力 を しなが

らや ってい くこ とにな るので はな いか と,こ んな

ふ うに思 って います 。

それで,私 ど ももユ ーザニ ーズに応 え るイ ンチ

グ レ一 夕 とい う こ とを目指 して い くために は,

ど うして も企業 戦略 の能力 が いる と意 識 してい ま

す。

それで は,組 織 イメー ジを ど う考 えて いるか と

い うこ となん です が,ユ ーザ ニーズの ソ リュ ー

シ ョン プロバ イ ドとい う ところ と,そ れを支援す

る技 術部 門 とい うこ とでバ ックとフロン トー 前

線 と支援 と,こ うい う考 え方 を とってお ります。

ソ リュー シ ョンプ ロバ イ ドをや るところは,業

界の業務 ノウハ ウが非常 に重要 とな るため,業 界

に特化 した グルー プにな ってい く。 かな りマーケ

ッ トセ グメン トを小 さく絞 って,そ こに特 化 して

い く。 それで その業 界の専 門家 ぐらいの能力 を持

つ。 その能力 を持 った人材 とい うの は,当 然SE

能 力 も持 ってい る。 だか ら,SEを そ うい うふ う

に特化 させて い く。 そ こで業務 の ノウハウをつ け

させ,問 題解決 を行 う。

バ ックの方 は,い ろいろ技術 コ ンポ ーネン ト
,

特 に新 しい戦略的技術 を前線 に供給 してい く。 そ

の コンポーネ ン トの中 には何 が あるか とい うと,

回 線 ・通信機 器 とい うこ とで,ま ず ネ ッ トワー ク

の部 分 です。 いず れ我 々 は世 の中 にあ る一 番い い

回線 を使 いた い。今 は100%子 会 社 ですか らNTT

の 回線 を使 わないわ けにはいか ないん です けれ ど

も,将 来的 には回線 もフ リーな立場 にい きたい と

考 えてい ます し,自 らも高付加価値 の ネ ッ トワー

クをハ ン ドリン グで きる能 力 が心要 と考 えて い ま

す。

それか ら,タ ー ミナル ・ワークステー シ ョン,

コ ン ビ。ユ一 夕の技術 。 ここにDIPSと い うのが あ

ります。これは私 どもが電電公 社時代 に開発 した コ

ン ピュータですが,こ れ も今 は もう全 くMシ リー

ズ,ACOS,こ うい った ところ と同列 に考 えてい

ま して,特 にDIPSに 固 執 す る とい うことは考 え

てい ませ ん。 それか ら,ソ フ トウ ェア,ニ ューメ

デ ィアとい うこ とでICコ ー ド,光 デ ィス ク。 こう

い った ところが今後主 た る技術 にな る。

さ らに,こ れ らを インテグ レー トして システム

をつ く り上 げてい くソ フ ト技術 とい うことで,情

報 ・知能 処理技術 とか,メ デ ィア処理 技術 とか,

通 信処理 技術 などで一つの システムをつ くり上 げて

い く,こ の様 な要素技 術 をバ ックか らフロン トに

支 援 して い く。 フ ロン トに は ユ ーザ と接 す るグ

ルー プが いま して,そ の グルー プは業界 に特 化 を

して いて,相 当業 界業務 ノウハ ウに詳 しくて,バ

ックか ら供 給 され る先 端 の技術 をベース に して ソ

リューシ ョンプ ロバ イ ド,問 題解 決 がで きる。 こ

うい う組織構造 で イ ンテグ レー シ ョン ビジネス と

い うの を進 めてい きたい と考 えてい ます 。

次 に,研 究 開発 自体 もかな り従来 の研究 開発 と

は違 った研究 が必要 にな ると思 って います。 シス

テ ム科学 研究所 とい うの と,社 会 システム開発セ

ン ター とい うの を去年 の暮 れ ごろか ら今年 にか け一
止



てつ く りま した。 かつて の電電 時代の基礎技 術的

な研究 よ りも,イ ンテグ レーシ ョン ビジネスをや

って い くための,も っ と違 った観点 か らのR&D

で す 。

シス テム科学研 究所 とい うの は,こ れ まで シス

テ ムとい うことを考 えてみ た場合 に,常 に技術 オ

リエンテ ッ ドな考 え方 だ ったわけです が,こ の発

想 をひ っ くり返 しまして,逆 に人 とか,社 会,そ

うい うこ とか ら考 えた場合 に,ど うい うシステ ム

が あれ ばよ りいいか とい うこ とを研 究す る。今 は

ほ とん ど技術的 に はで きない こ とはないの ではな

いか。 それ で,逆 の面 か らシステ ム要 求条件 を考

えてみ よ う。 そ うす るこ とによ ってか な りの,こ

れ までに考 え られなか ったよ うな新 しい コンセプ

トも出 るのでは なかろ うか。 あ るいは,そ れ を実

現す るため に どうい う開発 をすれ ばいいか とい っ

こと も見えて くるの ではないか とい うことで,シ

ステム科学 研究所 とい うのは,か な りベースの と

ころか らシステ ムを考 えてい こ うと,こ うい うこ

とで これ をつ くった わけです。

社会 シス テム開発 セ ンター とい うところは,ど

れだけ新技術,あ るいは新 しい システ ム ・コ ンセ

プ トとい うのが世の 中に受 け入 れ られ る要素 が あ

るか どうか スタデ ィをす るこ とで,イ ンキ ュベー

シ ョンとい うことで実験 をやろ う,実 験 機能 とし

て い こうとい うこ とです 。R&Dに つ いて も階層

を設 け,非 常 に原点 的な ところか らもの を考 え,

技 術 を開発 して,そ れ が世 の中 に役 立つか どうか,

こ うい う一 つの流 れを考 えたわけです。

従い ま して,従 来 の よ うな非常 に基礎技術 的 な

研究開発,こ れ はNTT本 体 の通研 に任 せ てい く。

我 々の方 としては インテ グレー ションをや ってい

くた めに必要 な,こ うい うシ ステ ム面 でのR&D

をや ってい こ うと考 えて い るわ けです。

こうい うことか ら,NTTデ ー タの企業理念 とし

てい る 「情報 か ら活力 を生 み出す バ リュー ク リエ

イター」 とい うの もシステ ムインテグ レー タの延

長線 ヒに あ ると考 えて います。

システムイ ンテ グレー シ ョン とい うの は非常 に

多様 な取 り組 み 方 が あ る。 コンピ ュー タ ・メー

カあ るいは ソフ トハ ウス,シ ステ ム ・コンサ ル タ

ン ト,あ るい は経 営 コ ンサ ル タ ン ト,こ うい っ

た ところで取 り組 むス タンス とい うの はそれぞれ

微妙 に違 ってい る。 シス テムイ ンテグ レー タの定

義が定 ま らな い とい う認識 が あ ります が,こ れ は

当然 だ と思 います。 どうい う形の ア プローチが最

もこの分野 で主流 にな る とい うの はわか りません

が,い ず れ にして も,こ うい った取 り組 みが情 報

産業 界 を非常 に活 性化 してい るとい うのは事実 だ

ろ うと思 います し,ま た,そ こにはいろ いろな ビ

ジネス ・チ ャンス も多いので はないか と,こ んな

ふ うに思 ってお ります。

一/



平成元年度事業計画
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我が国における情報処理及び情報処理産業の発

展は,産 業の情報化,知 識集約化の推進及び国民

生活の向上に大 きく貢献 している。

一方で,今 後 も複雑に変化する経済 ・社会環境

と多様化する情報ニーズに対応す るためには,情

報処理の動向の的確な把握,人 工知能(AI)技 術等

革新的な情報処理技術に基づ く各種情報処理 シス

テムの調査,研 究開発や情報化推進のための基盤

整備等が増々重要な課題 となっている。また,情

報処理に関わる優秀な人材の確保 ・育成,国 民の

情報化意識の向上を図る必要がある。
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当協会では,以 上の状況を踏 まえ,高 度情報化

促進 に関す る調査研究,産 業情報化の推進,情 報

化の普及振興,人 工知能(AI)の 振興,情 報処理シ

ステム等の調査 ・研究開発,情 報処理技術者の育

成,情 報処理技術者試験の実施を事業の柱 として

以下の事業を実施する。特に本年度よ り,ニ ュー

ラルネットワーク,バ イオ素子,光 素子等を統合

した革新的な情報処理技術の実現 を目指 した総合

的な調査研究を開始す るほか,人 材育成事業の一一

環 として地域企業内研修 リーダ養成事業を発足 さ

せるなど事業の拡充 を図ることとしている。
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1.高 度情報化促進に関する調査研究

ほ)情 報化総合指標の作成に関す る調査研究

急速な進展 を見せ る我が国の情報化は,既

に多 くの各種統計によって指摘 されるところ

である。 しかし,各 種の統計やそれに基づ く

指標は各々の固有 な目的に則して作成 されて

いるために,情 報化の動向を総合的に判断す

ることは困難である。

本年度は昨年度に引 き続いて,内 外の情報

化に関す る資料を幅広 く収集 し,各 種指標の

整合化を図る分析作業 を実施 し,産 業界にお

ける情報化の進展度,社 会生活における情報

化の役割等我が国における情報化の推移を総

合的に把握するとともに,こ れ らのデータを

基 に海外先進諸国の状況 と比較 し,情 報化総

合指標 として我が国の情報化に関する国際的

位置づけ,将 来動向を明確化す るための指標

の作成 について,調 査研究 を行 う。

(2)情 報化 と社会制度等に関する調査研究

産業 ・社会の情報化の進展に伴い,事 業活

動の効率性,便 宜性の向上が もた らされる反

面,各 種 コンピュータ犯罪の発生,プ ライバ

シー侵害の危険性などのデメ リッ トが生 じて

きている。特にネットワーク化 された社会に

おいては社会的影響が極めて大 きいので,こ

れに対す る適切な対応 が必要である。

このため,昨 年度に引 き続 き,コ ンピュー

タ情報の不正入手について,対 処すべ き刑事

立法の是非,そ の立法のあ り方について多角

的な検討 を行 う。

また,民 間部門におけるプライバシー保護

については,事 業者団体等における保護対策

の推進状況,推 進上の課題等を把握す るとと

もに,諸 外国における法制 ・運用の動向につ

いて調査研究 を行 う。

(3)セ キ ュリテ ィ対策に関する調査研究

高度情報化社会を迎 えて,シ ステムダウン

や コンピュータ犯罪の増加等が社会問題化 し一̀
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ている。このような状況の中にあって,セ キ

ュリティ対策は,情 報 システムの存立基盤の

強化 という観点から,よ り重要な課題になっ

てきている。 これ らの諸問題に対処するため,

本事業では,シ ステム監査の普及促進及びセ

キュリティ対策に関 しての調査研究を行 う。

具体的には,シ ステム監査基準の普及定着

を図 るため,そ の活用方法の指導 を行 う。ま

た,セ キュリテ ィ産業の位置づけを明確にす

るとともに,セ キュリティ対策の前提条件 と

する リスク分析について,ガ イ ドライン作成

を行 う。

(4)海 外の情報産業及び情報処理に関する調査

研究

我が国の情報化の推進に資するため,文 献

調査並びに調査員の派遣 によ り,継 続 して海

外の情報産業及び情報処理の実態 と今後の動

向を把握す る。また,海 外 における情報処理

関連法制度について も,特 定テーマとして取

り上げ委員会活動 を中心 として研究を行 う。

文献調査では海外調査機関の各種レポー ト,

雑誌 ・新聞等の収集 ・分析 を通 じ,各 国の情

報化並びに通信政策,コ ンピュータ市場動向,

情報サー ビス産業の動向等 を調査 し,各 種統

計データを中心 として成果をとりまとめる。

情報処理関連法制度等に関する研究では,

昨年度に継続 して越境データ流通(TDF)に 関

わる現状及び関連す る問題点を把握 し,我 が

国の政策に資する立場か ら分析 を行 う。

なお,関 連法制度等を含めて文献,資 料で

は把握で きない特定かつタイム リーなテーマ

について,米 国及び欧州を対象 に調査員を派

遣 し,詳 細な調査を実施す る。

(5)オ ンライン制度に関す る調査研究

我が国の情報化推進に必要 とされ る重要課

題 として,こ れまで汎 ネットワーク委員会に

おいて継続的に実施 してい るオンライン制度

問題について調査研究を行 う。

本年度は,電 気通信事業法等施行後5年 目

を迎え,NTT法 の見直 しが行われることにな

っている。このため従来に引 き続 き学識経験

者,専 門家による委員会活動を通 じて,こ れ

までの経緯 と海外の情報 ・通信関連制度の動

向等 を踏まえた上で,オ ンライン・ユーザの

立場か らの意見を広 く収集 ・整理 し,と りま

とめることとす る。また,必 要に応 じて関係

各方面への提言 を行 う。

(6)コ ンピュータ ・ユーザ動向調査

我が国の情報化進展に伴 う様々な問題 を的

確に捉 えるため,継 続 してオンライン利用状

況の調査 を実施 し,コ ンピュータ ・ユーザに

おけるコンピュータ利用状況及びオンライン

化動向,そ の他特定テーマについて集計分析

を行 う。

本調査では,40業 種,4,200事 業体を当協会

保有のユーザ リス トより抽出し,こ れを対象

としてアンケー ト調査を実施する。

更 に,今 後 オンラインデータ通信の主力利

用形態になると見 られる高速デ ィジタル通信

網やISDN(lntegratedServicesDigitalNet-

work)を 取 り上げ,面 接調査,文 献調査等に

よって利用動向を把握す る。

なお,調 査結果データ等については,現 状

及び将来動向等の把握が容易に行 えるよう引

き続 きデータベース化を図る。

(7)情 報化基盤整備 に関する調査研究一
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我が国の情報処理及び情報処理産業振興に

必要な基盤整備に関わる諸問題 について施策

策定に資す る立場から調査研究 を行 う。

本年度は昨年度に継続 し,情 報化の拡が り

や情報 ・通信関連技術の将来動向を調査す る

とともに,こ れらの進展が社会構造に与 える

影響等を調査す ることとし,そ の実態や問題

点を分析するほか,施 策 に資するタイムリーな

新 しいテーマについても具体的対策等の検討

を行 う。

(8)エ キスパー ト・システム評価 ガイ ドライン

の研究開発

人工知能 システムの研究成果を踏 まえたエ

キスパー ト・システムにおいては,専 門家の

知識 を整理 して蓄積 した知識ベースそのもの

がシステムの機能に大 きく影響を及ぼす。即

ち,同 一 のテーマであって も,利 用す る知識

ベースや推論方法が異なると,そ こか ら得 ら

れる解に も差異が出て くる。 このためエキス

パー ト・システムの重要なテーマとして知識

ベース及び推論方法の正当性評価が必要 とな

る。エキスパー ト・システムの本格的普及に

先駆けてその評価方法 ・基準を確立 してお く

ことは,導 入後の安全性を阻害する問題の発

生を回避す るために,利 用者にとって極めて

重要である。

本事業は,3年 計画で,エ キスパー ト・シ

ステムの開発や活用に対す るシステム監査的

観点に立 った評価のためのガイ ドラインを提

案することを目的 とす るものであり,2年 目

にあたる本年度 は,エ キスパー ト・システム

の開発及び評価に関す る調査 と,評 価ガイ ド

ラインとして必要な内容について技術面 ・社一

会面か ら検討 し,ガ イ ドラインのフレームワ

ークを作成する
。

(9)CASEに 関する調査研究

ソフ トウェア開発の焦眉の課題は ,ソ フ ト

ウェアの生産性 と品質の向 ヒである。現在の

ソフ トウェア開発での最大のネックは開発[:

程の ヒ流(要 求仕様作成段階,シ ステム設計

段階)に あ り,ヒ 流段階での作業の改善 を図

ることが要請 されている。

CASE(ComputerAidedSoftwareEngi-

neering)は コンビ。ユ一夕を活用 して,ソ フ ト

ウェア開発の全工程,即 ち要求分析か ら保守

に至 る一連の工程 を一貫支援 し,生 産性及 び

品質の向上を狙い とす るものである。米国で

は,上 流段階での生産性及び晶質向上を目的

としたCASEの 研究開発 ・商品化が活発であ

る。

本プロジェクトは,米 国でのCASEの 最新

動向をフォローしなが ら,CASEの 機能要件,

CASEを 導入 ・普及 させるための開発方法論

や開発体制等について調査 ・検討を行 う。

(1① 新情報処理技術に関する総合的調査研究

現在の情報処理技術 を越 える革新的な技術

として,従 来のコンピュータが不得意 とす る

人間に近い感覚を持 ら,複 雑かつ暖味な状況

に対 し迅速 に解を出す新 しい情報処理技術の

実現が望まれている。特 に,現 在の コジヒ。ユ

ータでは実現が困難な視覚 ・聴覚等の知覚能

力,認 識能力や複雑な事象に対する直観的思

考,情 報の3次 元的処理 ・伝達,学 習 といっ

た高度の情報処理機能,生 体に見 られるよう

な協調動作制御等が期待 されるところである。

このため,本 年度 よりかかる新情報処理技



術の実現を目指す総合的調査研究 を行い,技

術 シーズの調査,社 会に与える影響,求 めら

れる新機能 を検討 し,新 情報処理のイメージ

を明確にす ることとする。

具体的 には,神 経細胞 や神経回路網の構

造 ・機能をモデル化することで脳機能実現 を

目指すニューロコンピュータの考え方や,生

体高分子に類似 した物質からなるバ イオ素子,

莫大かつ多様な情報表現を可能 とす る光回路

の機能などを統合 した,超 高速且つ高度の学

習能力 を持つコンピュータの実現可能性 につ

いて調査し,そ の革新的ニーズ,各 技術の現

在の状況,情 報処理システム化する際の問題

点,研 究開発の将来の進捗等について検討を

行 う。 また,新 情報処理に求められる新たな

機能 とその機能 をいかに実現すべきかについ

ての調査検討 を行 うとともに,情 報処理技術

の応用分野を明確にし,そ の社会的インパク

トについて調査研究を行 う。

2.産 業情報化の推進

(1)ビ ジネスプロ トコル等に関す る開発研究

共通 ビジネスプロトコルを産業界に普及,

定着 させ るためには,そ の開発 と共 に有効性

の検証が必要である。本事業はこれまでの研

究成果を踏 まえ,製 造業界を対象にした新 し

いアプローチにもとつ くコー ド,フ ォーマッ

ト,接 続手順等のビジネスプロトコルの研究

開発と,フ ィージビリテ ィ・スタデ ィ(運用実

験)を3年 計画で行 うものである。

最終年度に当たる本年度は,昨 年度までの

成果を踏 まえ,シ ンタックス ・ルールの試案

作成 と標準コー ド管理システムの開発研究を

行 う。

① シンタックス ・ルールの検討

ビジネスプロ トコルの基本要素の一つで

あるシンタックス ・ルール(フ ォーマットの

構文規則)に ついて,国 際標準規格 に準拠 し

つつ,我 が国の主 として製造業界の受発注

取引(生 産用資材の流通)を 対象 とした試案

の作成を行い,こ れを我が国の標準規格 と

する場合の課題及びその解決のあり方につ

いて検討 を行 う。

② 標準 コー ド管理 システムの開発研究

製造業 において横断的に共通化す る必要

のある企業コー ドを登録 ・管理するための

オンラインシステムについて開発研究 を行

う。

(2)産 業情報化の国際的協調

①ISO/TC154へ の参加及び協力

行政機関や商業,工 業界における情報交

換のためのデータ記録及び表現の標準化を

進めてい る国際標準化機構(ISO)の 技術委

員会154(TC154)へ 協力す るため,昨 年度

設置 したISO/TCl54国 内審議委員会を引

き続 き運営す ることとし,国 際標準化案の

審議及 び国際会議への代表者の派遣を行 う。

②OSIの 推進への支援

国際的な規模で標準化及び製品化が進み

っっあるOSI(OpenSystemsIntercomec-

tion)をユーザ ・サイドか らも積極的に支援

す るため,多 様な業種か らなるOSIユ ーザ

懇談会(平 成元年2月 末120社)を 昨年に引

き続き運営し,POSI(OSI協 議会),INTAP

((財)情 報処理相互運用技術協会),メ ーカ

等 との連携により各種スタディ,意 見交換

等を行 う。

」.
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(3)産 業界における情報 ・通信システム高度化

に係るユーザ問題調査

コンピュータ・ユーザにおける情報 ・通信

システムの高度化 を円滑に進めるため,ハ ー

ドウェア及 びソフ トウェアを含 む情報産業 と

の連携 ・協調によ り諸問題の解決を図 ること

を目的 として,先 進ユーザからなる懇談会を

昨年 に引 き続 き設置 し,ユ ーザ ・サイ ドか ら

の問題の抽出 ・検討を行 うと同時に,こ れに

基づき情報産業サイ ドと意見交換 を行い,ユ

ーザ ・サイ ドか ら要求 される各種問題解決の

中か ら重要かつ波及効果の高いテーマを選定

して具体的な解決の方向,方 策などを調査研

究する。

(4)産 業界のシステム構築のあ り方に係 る調査

研究

産業界における情報化は,情 報ネットワー

ク化への今後の対応が重要な課題 となってい

る。

そこで本事業では,昨 年度に引 き続 き業界

別に情報 システム化動向,ニ ーズ等について

幅広 く調査を行 うとともに,特 定の業界 を選

定して長期的視野に立った業界毎の情報 ネッ

トワーク化の方向について検討 し,シ ステム

構築 を中立的な立場か ら支援する。また,最

近各地域で設立が活発化 している異業種の水

平 ネットワークとしてスタートした地域VAN

及び,先 進的な業界共同 ネッ トワーク事例 を

取 り上げ,情 報 システム化の計画か ら運用に

至 るまでの実態を調査 し,今 後の後発業界へ

の参考に供す るための事例調査 を行 う。

㈲ 産業界のシステム化に関わる制度問題の調

査研究

企業間ネットワーク化の急速な進展は電子

取引 という新 しい取引形態を生み出 し,産 業

界全般に拡が りつつあ り,か つ,従 来の商慣

習や法律,規 則では対応できない問題を発生

させている。

本事業では,こ のよ うな産業界のネットワ

ーク化の進展に対応 した環境整備 を,実 務面

に加 え法制面か ら検討 し,円 滑な ネッ トワ

ーク化推進 を図 るため実施する。

本年度は昨年度に引 き続 き,法 的側面か ら

みた電 子取引に関する事故対策を含む基本契

約等契約 上留意すべ き事項,ト ラブル処理に

必要な事項,VANサ ービスに関する約款,運

用 ヒの問題等について調査 ・検討を行 う。

またVANに 関 しては,産 業界のネットワー

ク展開において重要な役割を果たす ものと期

待 されて いるカ㍉ ユ ーザ ・サ イ ドに立った

VANの サービス提供の実態が十分把握 されて

いないのが実情である。そこで このような実

態を把握するため,第2種 電気通信事業者等

に対 してアンケー ト調査を実施する。 このよ

うなVANの 実態調査は,継 続 して実施するこ

とによ り一層の成果が期待 されることか ら,

調査内容,項 目,分 析方法な どについて検討

を行 うとともに,調 査結果の分析,評 価を行

うこととする。

(6)産 業の情報化に係 る普及 ・広報

我が国産業界の情報化動向を広 く関係方面

に周知す るため,主 要な記事情報の概略と,

その出典をとりまとめた 「産業情報化 インデ

ックス」(各 月)及 び総合的な広報誌 「産業と

情報」(年4回)を 発行する。

また当センターの蓄積する情報 ・技術をべ一



一スに適宜,会 員等に対 して各種のサー ビス

を実施す る。

更に,業 界団体及 び企業の経営者,実 務家

を対象に産業の情報化に伴 う諸問題について,

各種研究成果,先 進的事例等,時 宜に適 した

テーマを選 び 「産業情報化 シンポジウム」を

開催す る。

3.普 及振興

(1)シ ンポジウム等の開催

我が国の情報処理の高度化及 び適用分野の

拡大を積極的に推進することを目的 として,

官庁の トップ ・マネージメント層を対象にし

たコンピュータ ・トップセ ミナーを開催する。

② 情報化月間行事

国民の情報化に対する正 しい理解 と認識を

高めるために,10月 に実施 される情報化月間

についての総合広報その他政府事業への協力

を行 うとともに,同 期間中,関 係団体 と協力

して展示会(地 方8都 市),講 演会(地 方8都

市)及 び 「国際講演 ・討論会」(東 京)を開催す

る。

(3)国 際交流

海外諸国 との円滑な技術交流の一環 として,

日 ・独両国の政府 ・産業界,学 界等の有識者

の参加による国際フォーラムを開催 し,情 報

処理分野を中心に両国の技術動向等について

意見交換 を行 う。このほか,海 外諸国の情報

処理関係機関 との情報交換等を通 じて,情 報

処理に関す る国際交流を深める。

(4)マ イクロコンピュータ応用システム開発技

術者試験の実施

マイクロコンピュータは,各 分野において

広 く応用 されてお り,関 連技術者の不足は今

後一層深刻化するものと予想 されるので,そ

の技術能力 を認定する試験を実施 し,も って

本 システム開発技術者の育成 と技術の普及 に

努める。本年度は,昨 年度に引 き続 き初級試

験,中 級試験 を行 う。

(5)広 報

内外の情報処理及 び情報処理産業等の実情

を広 く周知するため,情 報化白書及び海外向

けにINFORMATIZATIONWHITEPAPER

(年1回),JAPANCOMPUTERQUART

ERLY(年4回)を 発行す るとともに,各 種調

査研究成果報告書を発行する。

(6)会 員に対するサービス

調査 ・研究開発成果の提供,施 設の利用,

研究会,研 修講座等各種行事への優先参加等

を通 じ,賛 助会員に対するサービスの充実 に

努める。

4.人 工知能(Al)の 振興

(1)AI機 器等共同利用センターの運営

最近,人 工知能(AI)技 術 を利用 した知的情

報 システムの構築に高い関心が集まり,AIツ

ール利用についての研究やエキスパー トシス

テムの実験開発が進められている。特に,エ

キスパー トシステムについては,基 礎素材,

加工組立,金 融サービス,公 益事業な どの主

要産業の事業者団体 ・企業において,ア プ リ

ケーション ・ソフ トウェアの開発技法,知 識

ベースの構築,導 入効果,知 識エンジニアの

確保な どの諸問題の研究が行われている。

しかしなが ら,今 後一層のAI技 術の普及に

は,ハ ー ドウェアやソフ トウェアの両面にわ

たる種々のAIツ ールの機能を調査 し,各 々の

利用ニーズに応 じた適合性を確認す る場が必
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要 となる。

このような状況にかんがみ,公 共的なAIツ

ールの共同利用センター 「AIオ ープンハウ

ス」において,ソ フトウェアハウスやAIユ ー

ザに対 しAIツ ールの利用実験研究等の場 を提

供す る。

(2)AIの 技術 と市場の動向に関す る調査研究

AI技 術 は,広 い分野にわたる技術の高度化

に中核的役割を果たす ものとして,企 業,研

究機関,大 学等各方面において活発な研究開

発が進め られている。

しか し,さ らに研究開発 を効率的に行い,

広 くAI技 術の普及を図るためには,内 外のAI

の技術及び市場の動向を継続的に把握 してお

くことが重要である。このため,本 調査研究

では昨年に引き続 き,AIの 技術動向,AIの 製

品化状況,AIの 需要動向について調査研究を

行 う。

(3)知 的ハイパーテキス トに関する調査研究

AI技 術を活用 してユーザオリエントな立場

からオフィス作業の生産性の向上 を図る知的

オフィスオー トメーション(OA)が,実 用 シス

テムとしてにわかに脚光 を浴びている。知的

OAは,従 来個別 システムとして製品化 され

ていたオフ ィスシステムに共通す る文書の入

力,蓄 積,利 用,加 工,編 集,出 力などの各

技術を統合す ると共に,知 識 ベースに基づ き

各種情報の知的な統合的管理 を行 うものであ

る。 このため,フ ァイル形式の変換などプリ

ミティブな問題か ら,既 存 ファイルのインデ

キシングとテキス ト間の リンケージ,他 ワー

クステーションの ドキュメン トとの融合や機

密保護など,中 核 となるハイパーテキス ト技

術にAI技 術 を活用して知的化を図ることが必

要 となっている。本事業は,OAシ ステムに

関 して,2年 計画で,コ ンセプ ト,シ ステム

開発方法を確立するとともに,知 的ハイパー

テキス ト技術の要素技術,統 合化技術,ユ ー

ザインタフェースな どについて調査研究を行

い,今 後のOAシ ステムの発展に資す ること

を目的 とする。

初年度は,米 国を中心に展開 しているハイ

パーテキス ト関連技術について調査するとと

もに,知 的OAの コンセプトについて研究する。

(41AIに 関する普及啓蒙

AI技 術は,経 済社会における高度情報化の

基本 として,AI専 用マシンやAIツ ールなど

を販売す るAIベ ンダを始め,広 く産業界全般

に,様 々な影響 を与えるもの と予想 され る。

一方 ,AI技 術は,推 論機能,知 識機能,学

習機能等の基本技術研究が必要であ り,応 用

技術 も広範で,今 後の発展に期待する'ところ

が大 きい。

このため,AI技 術の正 しい理解 と利用の普

及啓蒙を行 うことをねらいに,昨 年度に継続

してAIセ ンターにおいて,AIに 関心を もつ

事業者団体,地 域技術振興団体,企 業等を対

象に,AIセ ンター案内パンフレッ トを作成 し,

会員登録の勧誘に努めるほかAIセ ンター機関

誌の発行,AIシ ステム実験教室,AIツ ール説

明会,AI展 への出展,AI技 術の地域への普及

啓蒙活動等 を行 う。

また,前 記のAIの 技術及び利用等の動向調

査を踏まえ,そ の実情 と今後の展望について

幅広 く周知 させるため,AI白 書を発行する。

さらに,AI関 係文献資料等の整備 を図 り閲覧一



に供する。

5.情 報処理 システム等の調査 ・研究開発

当協会で蓄積 された技術や調査結果 をもとに,

中立的公益機関の立場か ら広 く官公庁,団 体等

か らの受託等によ りシステム導入、機種選定等

に関す るコンサルテーションやシステム開発等

情報処理に関す る調査 ・研究開発を行 うもので,

本年度f定 されている1三なものは次の通 りである。

・特許事務総合機械システム標準化等業務

・意匠 ・商標機械検索システムの開発

・第5世 代 コンピュータ研究開発用 ネット

ワークの構築 ・運用等

・流通データサービスの実験

・産業連関表作成 システムの開発 ・運用

・揮発油販売業者管理 システムの開発

6.情 報処理技術者の育成

(1)情 報処理技術 インス トラクタ養成

情報処理教育機関のインス トラクタ養成 を

図るため,教 育指導法及 びCAROLを 用いた

実習などを含む教育カ リキ ュラムを作成 し,

専修学校等の実情 に応 じた教員研修を行 う。

なお本年度は東京のほか札幌,名 古屋,大 阪,

福岡の地方4地 区において も開催する。

(2)地 域企業内研修 リーダ養成

我が国の情報産業が他の産業 に比較 して極

度に大都市に集中 している一方,地 域では情

報化を推進する基盤が十分に整っていない状

況にあ り,と りわけ情報処理教育 を進 めるう

えでの基盤が未整備である。このような状況

に対処 して地域産業における情報処理教育の

活性化を図るため,本 年度よ り新たに地域企

業内の上級技術者を対象に,教 育指導に関す

る技術的な知識を中心にして研修講座 を全国

の地方都市で開催 し,企 業内研修 リーダを養

成す る。

(3)高 度情報処理技術者等の養成

高度情報化の進展に伴いその育成確保が緊

急 とされている高度情報処理技術者 を養成す

るため,ア プ リケーション ・エンジニア関連,

テクニカル ・エンジニア関連,プ ロダクショ

ン ・エンジニア関連等の高度技術者養成コー

スを中心 として研修講座 を実施す る。また新

たにΣシステム活用のための研修 も併せて行 う。

(4)高 度情報処理技術者育成指針等の作成

高度情報処理技術者の育成に資するため,

その人材像を明らかにす るとともに昨年度は

ナレッジ ・エンジニア,デ ータベース ・エン

ジニア,マ イコン応用開発技術者(上 級前編),

システム ・エンジニア(共通専門)等 の育成指

針を作成 したが,本 年度 は,シ ステム ・エン

ジニア(資質 ・能力向上),情 報処理指導者,

マイコン応用開発技術者(上級後編)等 の育成

指針 を作成す る。

また,地 域 における情報処理技術者の育成

に資するため,「 ソフトウェア供給力開発」に

係 る研修カ リキ ュラムの作成を行 う。

㈲ 情報処理技術者育成調査

産業界のニーズに対応するため,情 報処理

技術者の実態 を明 らかにす るとともに,そ れ

らの技術者を養成するためのカリキュラムの

研究開発,適 性判断,能 力開発手法の研究,

CAIコ ースウェア(CAROL)等 教材について

の研究を行 う。また,新 たにシステム ・イン

チグレ一夕を育成 ・確保するため,そ の人材

像 を明確にし,必 要 とされる知識 ・技術 ・教

育方法等について調査研究 を行 う。
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(6)先 進的情報処理教育 システム等の調査

欧米 における大学,企 業及び教育機関等に

おける高度情報処理技術者養成のための教育

カ リキュラム,先 進的な教育方法,公 的情報

処理教育機関における運営形態等について調

査 し,教 育の充実を図 る。

(7)効 果的情報処理教育 システムに関する研究

開発

情報処理教育 を円滑かつ効果的に推進する

ことを目的 として,昨 年度は,OHPや ビデオ

等の既存教材か らISDNや 衛星によるネット

ワークを利用 した遠隔教育 システムまで,教

育に活用できる各種メディア,シ ステムの現

状を調査 し,そ れぞれの特性分析を踏 まえた

メデ ィアの複合による教育システムのあり方

を提案 した。本年度は,そ の成果に基づ き,

具体的な研修 コースに導入可能な効果的情報

処理教育 システムの実現 を図るため,各 種メ

ディア等の結合方法を考慮 した基本仕様の作

成,一 部のメディアの効果測定に関する実験

等の研究開発 を行 う。

(8)情 報処理教育機関等の実態調査

情報処理技術者の供給源 としての専門学校

等についてその規模,設 備,イ ンス トラクタ,

教育内容等最新の実態 を把握するとともに,

高度情報化人材育成推進を図るため教員を対

象に情報処理高度化のための調査研究委託 を

実施する。

(9)情 報化人材育成連携機関(委 嘱校)等 に対す

る普及啓蒙

情報処理技術者教育の普及啓蒙を図るため,

情報化人材育成連携機関(委 嘱校)等 に対 し,

地方交流等を通 じて産業界のニーズの紹介,

tl ∫

従 た る 事 務 所 叫lr]地

情 報 処 理 技術 者、鵡 £・・ ク
1東京 都 港 区 虎 ノ門1-16-4

ア'・ 三 児 ノ門 ヒ'[8階

～情 報処理 技術 者、、」(験{㌧

札 幌 ゼ

夕

部

} 札幌11]化[メ北24条1/1{14-8-5

帥 日二海道 環境 科学技 術 セ.々 内

(

f山 台 支 部

) 仙 台 市 本 川」3-5-3

{ノ1新 ヒ ル201り

〔 "

東 京 支 部

) 1↓正項 都 ～社内1〔 松}ll]2-4-1

世 界 貿 易 セ ン タ ヒ'し7階

( ノ'

名[{i屋 支 部

} 名ll1屋ll」 中1メ 栄5-26-39

タ カ.、'名 山 屋 ヒ ・し8階

( ノノ

大 阪 支 部

) 大阪 巾中央1メ 入溝橋 」;～川」2-6

べ満橋 八 「代 ヒ・し別館6階

( 〃

ロ、 島 支 部

) 広 島rh中1メ 鉄 砲町'仁20

第3ウ ェ ノヤ ヒル3階

〔 〃

四 国 支 部

) 高松r6亀 川ll4-12

セ.ト ラル ヒル別館7階

( "

福 岡 支 部

) 福岡|l」博多 区博 多駅 前2-9-28

福岡商|会 議 所 ヒル7陪

(

沖 縄 支 部

) 那 覇ll】久米2-2-10

那 覇商 【会議 所 ヒル2階

意見交換など産業界と委嘱校等の交流 を促進

し,情 報処理教育の活性化,情 報化の推進に

役立て る。

(10)情 報処理技術者教育向上セ ミナー等の開催

我が国における情報処理技術者教育の向 ヒ

を目的 として,コ ンピュータ・ユーザ,ソ フ

トウェア業等 を対象に,中 央情報教育研究所

の研究成果等 を普及 させるためのセ ミナーを

開催する。

7.情 報処理技術者試験

通商産業省が実施 している情報処理技術者試

験にっいて,通 商産業大臣の指定試験機関 とし

て試験事務 を実施す るとともに,試 験の啓蒙 ・

普及等のための調査を実施する。なお,平 成元

年度春期試験 は第1種 ・第2種 の2種 目,秋 期

試験は,シ ステム監査 ・特種 ・オンライン ・第

2種 の4種 目を実施す る。当該試験 は全国的規

模で実施 されるため,ヒ 記の場所 に従たる事務

所を設置 し,業 務を遂行する。



●一
〈情報産 業界の動 向>

GM(GeneralMotors)は,同 社の部 品供給業 者

へ の支払 い を自動 化す るために,GMの8つ の提

携銀 行 とこれ らの供給 業者 とを結 ぶ ネ ッ トワーク

(EDI:ElectronicDataInterchange)を 構 築 した。

この シス テムでは,支 払 いデー タは もちろん の

こ と,業 者間の受発 注 デー タ も同時 に取扱 うこと

がで きるよ うに設計 されて い る。例 えばGMの 提

携銀行で あるPittsburghNationalBankとMellon

Bankで は,発 注 デー タ,請 求 デー タ,そ して製品

に関連す る情 報 も同時に この ネ ッ トワー ク ・シス

テムで処理 して い る。

アメ リカの主要銀 行 では,今 まで ネ ッ トワー ク

で金融 情報 を処理 して きた が,GMの 例 の よ うに

支払 い関係 のデ ータ と企 業間の取引 きデー タを同

時 に扱 うよ うな動 きには,あ ま り興 味 を示 さなか

った。 しか し,業 界 にお ける このよ うな ネッ トワ

ーク化 の動 きに対 し,銀 行 に も変 化 が生 じて きた

よ うであ る。

また,コ ン ピュータ業界,情 報サ ー ビス業界 で

もこのEDIに 注 目を して い る。ADP(Automatic

DataProcessing),AT&T,DEC,IBM等 は銀

行 と結 んだEDIに 進 出 を計画 してい る。

〈政策 ・制度〉

今 日,9,600ト ン級の巡洋艦 は複雑 な兵器 をいか

に保持 し操作す るか を記述 した26ト ン もの マニ ュ

アルを積 んで い る。 この ドキ ュメ ン ト量 の多 さは

種 々の問題 を発生 させ てお り,ま た兵器購 入の手

続 きを遅 らせ てい る。 大量 の ドキ ュメ ン トを維持

す るこ とは益 々困難 にな って きて お り兵 器の維持

コス トが購入 時の7倍 に もな って い る原因 に もな

って い る。 このま ま進 めば30年 後 には,一 つ か二

つの兵器 しか買 えない こ とにな る。

アメ リカ国防総省 は,10億 ドルをかけたCALS

(Computer-aidedAcquistions&LogisticsSup

port)と 呼 ばれ る計画 を立て,こ の問題に立 ち向お

うとして いる。1988年10月1日 には,新 しい兵器

の フ。ロポーザル は磁気 テープかデ ィス クに納 め ら

れ たコン ピュータ可続 形式 でな けれ ばな らな い と

い う規則 を定 めた。 これ は まだ序の 口で あ り,回

線 を用 い た直接転送 や兵器 工場 の部 品在 庫 や新 兵

器 の設 計図等 のデ ー タベー スへ のア クセ ス も考 え

てい る。

CALSに よ り毎年技術 デー タ処理 のため に費 や

して い る50億 ドルの20%が 削 減 で きる もの と期待

され てい る。

〈電気通信 政策>

ONP(OpenNetworkProvision)は ヨ ー ロッパ

のVANサ ー ビス市場開放 の鍵 となる といわれて い

る。ECは このONPを 通 して,各 国PTT(電 気 通

信主 管庁)が 独 占 してい るネ ッ トワー クを民 間業者

やユ ーザ に開放す るこ とを強 調 しよ うと してい る。

ONPは1987年6月 に出 されたECの グ リー ンペ

ーパ ーの中 で提 案 され た。 これ は,ECの12か 国

でば らば らにな って い る,ネ ッ トワー ク ・アクセ

ス,料 金,規 制条件 を統一す ることによ り,公 正

な競争市 場の ための安定 した体制 作 りを行お うと

す る もので ある。

ONPを 構 成す る,イ ンタ フェース技術条件,使

用条 件,料 金原 則の3つ は まだ全 て定 義 され てい

ない。だが,ユ ーザやメーカ側か ら,こ のONP規

制 作成 の作業 が,ユ ーザや メーカの要望 が取 り入

れ られず に進 め られてい る との不 満 が出 てい る。

このONP規 制 の策定 は,SOG-T(SeniorOfficials

漕
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GroupforTelecommumications)の 承 認の 下で,

ECのGAP(Grouped'AnalyseetdePrevision)

に よ り進 め られ てお り,こ のSOG-T,GAPの 両

機 関 は,ほ ぼ全 メ ンバ ーが各 国の電 気通信 主管庁

の代表者 であるこ とか ら,ONP規 制 策定作業 の閉

鎖性 が問 題 となってい る。

〈ネ ッ トワー キング〉

コデ ック(コ ーダおよ びデ コーダ)の 新 しい国 際

標 準 が成 立 した ことによ り,テ レ ビ会議 に要す る

費用 が軽 減 しそ うで ある。 これは,国 際電 信電 話

諮問委員会(CCITT)1988年12月 オ ース トラ リアの

メルボル ンにおいて採択 した コデ ックの新 しい標

準形式 に関す る勧 告の こ とを指 す。

H.261と 呼 ばれ るこの勧告 によれば,コ デ ック

は,384キ ロ ビ ット/秒 まで速度 を下 げて も処理 す

るこ とがで き,こ れ によ り伝送 費用 は軽減 す る。

CCITT内 部 では,こ のよ うな低 い速 度の ビデオ

用 コデ ックの標 準化 は,ス タデ ィ ・グル ー プXV

(SGXV)と 呼 ばれ る分科会 に よって推進 され てい

る。SGXVで は,現 在,64キ ロ ビ ッ ト/秒 か ら2

メ ガ ビ ッ ト/秒 まで の範 囲で処理 で きる ビデオ用

コデ ックの コー ド化技法 につ いて研 究 を行 ってい

る。

CCITTで は,1984年 か ら88年 までの研究成果 を

ま とめて,「 ブル ーブ ックス」 と呼 ばれ る一連の勧

告書 を1989年 中 に発行す る予定 で ある。

〈ソフ トウェア〉

ア メ リカ政府 の9,000以 上 のソ フ トウェアが割引

価格で民 間 も入手可能 とな っている。STO(Source

TranslationandOptimization)の 最 新 ソース コー

ドデ ィレク トリによれば,物 理2,600本,数 学1,400

本,宇 宙科学1,200本 等 が登録 されてい る。 ほ とん

どの ソフ トウ ェアはPCあ るい はマ ッキ ン トッシ

ュ 上で実lj口 ∫能 であ り,フ ロ ッピィデ ィスクか磁気

チーフ。で配布 される。記述言語 はFORTRAN,C,

Adaが 多 い。

政 府 のソ フ トウ ェアは,ソ ース コー ド1行 当 た

り平均約10セ ン トで入手で き,特 に著作権 は設定

されて いないの で,入 手後 の コピーは自由で ある。

主 なソ フ トウェアに は,約100ペ ー ジの技術 レポー

トとフ ロー チ ャー ト等がつ いてい る。

〈エン ドユーザ環境>

1980年 代 の中頃 か ら強 力 なPC,タ ッ チス ク リ

ー ン
,マ ウス,異 種 ハ ー ドウェアの結合技 術等 が

開発 され,コ ン ピュー タ操作 が得意 でない トップ

層 もス ク リーンを触 れ るだけで情報 を得 るこ とが

で きるよ うになって きた。 これ らの経営 責任者用

システ ムはエ グゼ クテ ィブ情報 システ ムとか エ グ

ゼ クテ ィブ支援 シス テム と呼ばれ,代 表 的な もの

としてはComshare社 のCommandCenterやPilot

ExecutiveSoftware社 のCommanderが あ る。

こ うした シス テム開発 に当た って は,ト ップ層

が どの よ うなデ ー タを必 要 としてい るか知 るこ と

がキ ー とな る。 また,ほ とん どキ ー操作 を必 要 と

しない こ とや カラー グラフ ィックに よる表示 等 も

重 要で ある。

また,企 業 の トップは,こ れ らの シス テムを介

して何 の形跡 も残 さずに部下の情 報 を調 べ るこ と

が で きるため,調 べ る ことの で きる範囲 を限定 し

て いる企業 もある。

これ らの システ ムが必要 とす るハ ー ドウ ェア,

ソ フ トウ ェアの費用 は非常 に高 く約100万 ドルであ

る。 また3人 ～6人 の専用 ス タ ッフに相 当す る運

用 コス トが かか る。

蕊
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グラフで見るコンピュータ利用状況
1988年 度 コンピュータ利用 状況/オ ンライン化 調査 結果 より

(財)日本情報処理開発協会が毎年実施 している

国内 コンピュータ ・ユーザを対象 とした 「コン

ピュータ利用状況調査およびオンライン化調査」

(1988年9月 末時点調査)は,こ のほど集計を終え,

《調査の概要》

結果がとりまとめられ 「コンピュータ利用状況調

査集計結果」および 「オンライン需要調査報告書」

として当協会から発行 されたのでここにその内容

の一部をグラフ化 してご紹介する。

日 本調査は,毎 年,国 内ユーザのコンピュータ利用状況,お よびオンライン化の需要動向を調査 し,今 後の

的 高度利用に関する参考資料を提供す ることを目的に実施 している。
'『協 会 保 有 の コ ン ピ

ュ ー タ ユ ー ザ リ ス トよ り,40業 種,約4100の 事 業 体 を抽 出 し,ア ン ケ ー ト票 を 郵 送 し

対 ている。 この うち,オ ンライン化調査については,外 部通信回線(日 本電信電話㈱ および日本電信電話㈱

象 以外の電気通信事業者の回線)ま たは私設ll11線を利用 し,情 報処理 およびメッセージ交換等の業務を行っ

ている事業体のみを調査対象 とする。

回答事業体の規模(平 均)
調 査 対 象

回 資 本 金 年 商 従 業 員 数

答 全 コ ン ピ ュ ー タ ・ ユ ー ザ 103億II」 1,697億 円 1,813人

内 オ ン ラ イ ン ・ユ ー ザ 116億 円 1,948億 円 1,744人

三 ① ハー ドウェア関係(5年 後の 醜 槻 模)
ピ ② コンピュータ部門の月間運用経費

「 ③ コンピュータ要員および教育問題

窟1 (要員 ・被派遣要員数,平 均残業時間,平 均年齢,平 均給与,職 務手当額,要 員教育 上の問題点)内
根 ④業務部門別コンピュータ化状況および予定
況 ⑤ システム事故 ・障害対策,安 全性対策,信 頼性対策,合 目的性 レベル

オ ① オンライン ・システムの処理形態

容 ; ② 通信回線,お よび国際通信サービスの使用
イ ③ セ ンターCPUと 端末機の設置 ・接続関係,台 数
ン
④ ・ 一 方 ル ・エ リア ・ネ ッ トワ ー ク(LAN)の 利 用 意 識
ヒ犬{ ⑤ 外部データベース ・サービスの利用,お よび自社 による外部へのデータベース提供の可能性
況 ⑥ 自社内および他社間 コンピュータ接続状況

1.コ ンピュータ部門の運用経費

◆ コンピュータ部門(情報 システム部門)の運用

経費は1社 当たり6,345万 円であり,前年調査で

は5、861万円であったので規模が拡大 している。

費目の構成割合では,機 械設備費が全体の50%

を占めているのが目につ く。ちなみに10年 前の

調査結果と比較す ると,人 件費の割合が減少す

る一方で,外 注費は増加 している。〔図1〕

◆ コンピュータ部門の運用経費を企業の売上高

(月商)お よび従業員数か ら指標化 したものの経

年推移 を見たのが図2で あ り,88年 度では,1

社当た りの月商比は5.02/1000(0.5%)で,従 業

員1人 当たりの経費は33,200円 となってお り過

去5年 の流れでは両指標とも上昇す る傾向にある。

'
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55

45

35

25

15

調 査 年 度'84'85'86'87'88

/1対 哺 比1(1× 一ー一.1000)

[1‡t:、 レi、1え上ljljR'S'12,218ド 「ノ」}[」]

月 間経 費/従 業 員1人(単 位:「 円)/

[1社 当従業 員数1,912人]

図2調 査年度別,コ ンピュータ部門月間運用経費等の推移状況

2.コ ンピュータ部門要員

(1)要 員の構成:コ ンピュータ部門の要員は社

内要員 と外部か らの派遣 された要員に分かれ

るが,図3に 全産業1社 当た り平均,社 内,

(注)1.内Fjは1978年,外 円は1988年 を示 す。

2.回 答数 は1978年L240,1988年825。

3.運 用経費 全産業平均は1978年 において

3,488万 円/月,1988年 は6,345万 円/月 。

図1コ ン ピ ュ ー タ 部 門 月 間 運 用 経 費 の 費 目 構 成

外部派遣 の要員数 の構 成 を示す 。

両要 員の構成 を比較す る と,派 遣要 員で は

オペ レー タ,パ ンチ ャーの割 合が 多 く,ま た

フ。ログ ラマ,SEの 割 合 は両 者 の間で それ ほ

0.8管 理 者

11,620.1

蹴'-1・71

謡 ≠ 。ンチ。一

襲 灘1116・6
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メ
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隠
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マ
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図3コ ン ピ ュ ー タ 部 門 の 要 員 構 成



費用

(刊IJ)

図88年 度

翻87年 度

図4職 種別,派 遣元に対する要員

1人 当り日額換算支払費用平均

事故 ・障 害 項 目0

ハー ドウ ェア障害

ソフ トウ ェア障害

空 調 故 障

電 源 故 障

川 線 故 障

配 線 破 損

漏水による事故 ・障害

自然水害による事故・障害

火災による事故 ・障害

煙害による事故 ・障害

地震による事故 ・障害

人の過失による事故・障害
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一
ど差はない。

(2)派 遣要員の費用:外 部か らの派遣要員につ

いては,派 遣元に支払 う日額費用を職種別に

表わしたものが図4で ある。前年調査 との比

較で見ると"SE"が 平均1万 円下ったのを除

いて,他 の職種ではいずれ も費用は上 ってい

る。

3.シ ステム事故 ・障害の安全性対策

(1)シ ステム事故 ・障害の経験:コ ンヒ。ユ一夕

システムの全部,ま たは一部がダウンした経

験を事故の種類別に調査 したものが図5で あ

り,ハ ー ドウェア,ソ フ トウェアの事故 ・障

害 に次いで回線故障が3番 目に上げ られてい

るの も大 きな特徴である。この三項 は回答企

業の半数以上が経験 しているもので特 に"回

線故障"が 年々増加す る傾向にある。

{2)シ ステム安全性対策:シ ステム保護,シ ス

テム建屋の不可優性,コ ンピュータルームの

不可侵性,地 震,停 電,漏 水などの安全性対

策について各項 日ごとに対策レベルによる重

みづけ配点を行い,全 産業平均の レベルを示

したのが図6で ある。全産業平均では,地 震,

火災の災害対策が比較的高 レベルであるな ど

これまでの傾向に変わ りはないが,セ ンター

側において,す べての項目で,前 年よ りわず

かずつではあるがレベルアップしている。

4.通 信固練の利用

図7は,オ ンラインデータ伝送用の通信回線 を

NTTとNTT以 外の通信事業者(NCC)の 別に調査

したもので使用現況 と5年 後予定の全産業の結果

である。NTTの 回線では1社 当たりの合計平均回

線数は86.1(前 年81.2)で わずかに伸びている。

回線種別では,加 入電話回線が大幅に増加 し,専

用線符号品 目,加 入電信回線,パ ケット交換 は減

少 している。

5年 後予定では,い ずれの回線種別でも現状よ

回線 数比
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53ユ
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専 用 線

1交 換 交換

DDX

回 線 数 比

(%)
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図 現 況734

Z5年 後557

[NTTの 回線]

帯 域 符 口 高 速

占i11目 占1㌔目 ディジタル

・享 用 線

[NCCの 回線]

図7全 通信回線数の使用現況 と5年 後の予定一



り相 当の伸 びを示 して お り,合 計の1社 当た り平

均回線数で も118.6と な り,現 在 の38%増 が期待 さ

れ てい る。

'方
,NCCの 回 線 を見ると,1社 当た りの合計

平均回線 数 は,現 状 で6.5と な り前年3.2の2倍 に

な って いる。 しか し,NTT回 線 数 とはまだ大 きな

差が あ る。

またNTTとNCCの 保 有 回線数 の比 は98.5:1.5

とな り前年 の同比99.5:0.5よ り差 は縮 まって きて

い る。

5年 後 予定 で は,合 計 平均回線数 は14.9と な っ

てお り,現 状 の130%増 の 伸 びが 見込 まれて い る。

5.国 際通信 サー ビスの利 用状況 と将来

国際通信 サ ー ビスの利 用現況 と5年 後 の予定 に

ついて調査 した結果 が図8で あ り,こ れ によれば,

依 然 と して 「国際 テ レックス」 の利用 の割合 が高

いが,前 年(80.6%)よ り もポイ ン トが下 がってい

る。 これ とは逆 に 「国際電 話」 の割 合が伸 びてお

り(前 年52.7%),さ らに5年 後 の予定 では,「 国際

電 話」 よ りも,「 国際 公衆 デー タ伝送(VENUS-

P)」,あ るい は 「国 際高速 デ ー タ伝 送 サ ー ビス

(VENUS-LP)」 の 利 用が飛躍 的 に伸 び ると見 ら

れ る。 また専用線 で も次第 に高速化へ移 行す ると

見 られてい る。

6.外 部デ ー タベ ース ・サ ービスの利用

外部 デ ータベース ・サ ー ビス を利用 してい る企

業,お よび将来予定 す る企業 の件数 をま とめ た も

のが図9で あ り,こ の調査 の回答社 グル ープは、

既 にオンラインでの データベース ・サ ー ビス利用 が

325社 中297社(91.4%)と 多 い こ とが注 目 され る。

これ らの比 率 は毎 年上 昇 して お り
,デ ー タベ ー

ス ・サ ー ビスの普及 が急速 に拡 が りつつ ある こと

を物語 ってい る。利用 してい るデー タベ ースを分

野別にみ る と,文 献情報,数 値情報 での 「産業 ・

経済 ・社会 ・その他」分野 を利用企業 の半 数 が国

魂 ・

暮 してお り,こ の分野 の利用 は年 々伸 びてい る。

5年 後 の見込 みでは,351社(46.7%)が 回 答 して

お り,特 に産業 ・経済 ・社会 ・その他 の分野 にお

ける利用割 合 が現状 と同様 に高 く,画 像,映 像,

音 声情報 につ いて も著 しい伸 長が見込 まれて い る。

社数比
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図8国 際通信回線の使用現況と5年 後の予定
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情 報化 白書1989
-80年 代情報化 を巡 る歩み一

●B5版

●約460ペ ー ジ

●価格

4,630円(税 込)

住 な 内容 】(財)日 本 情報 処 理 開 発 協 会

1情 報化編

1部 産業 における情報化/2部 個人・生活における情報化/3部 行政におけ る情報化/4部 地域 における情報化

n情 報産業編

1部 情報関連技術の進展/2部 コンピュータ産業/3部 情報サービス産業/4部 電気通信産業

m環 境 ・基盤整備編

1部 標準化の動向/2部 セキュリテ ィ対策 の動向/3部 人材育成の動向/4部 情報化関連施策の動向

IV国 際編

1部 情報化の進展 と国際化/2部 アメリカの情報化と情報産業/3部 ヨー ロッパの情報化と情報産業

4部 その他諸国の情報化 と情報産業

データ編

システム監 査 白書1989
●B5版

●175AO・ ・一・ジ

● 価 格

2,900円(税 込)

【主 な 内容 】 シ ス テ ム監 査 学 会/(財)日 本 情 報 処 理 開 発 協 会

第1部 システム監査の現状

第1章 システム監査の動向:第1節 システム監査の歴 史/第2節 システム監査政策の動向

第3節 システム監査技術の動向/第4節 海外におけるシステム監査の動向

第2章 システム監査の実態:第1節 金融機関におけるシステム監査/第2節 情報サービス業におけるシステム監査

第3節 公益事業体におけるシステム監査/第4節 地方公共団体 におけるシステム監査

第3章 システム監査への対応:第1節 公認会計 士の対応/第2節 情報サー ビス業の対応

第3節 コンピュータメーカの対応

第2部 実態調査

1.実 態調査 の概要2.情 報 システムの リスク3.シ ステム監査実施状況4.シ ステム監査の問題点

5.シ ステム監査 の効果

お申込先

㈱ コン ピュー タ ・エージ社
TELO3(581)5201FAXO3(593)1860一



平成元年度春期情報処理技術者試験

実施試験区分 第・種 情報処理技術者試験

第 二種情報処理技術者試験

試験期日V・ 成元年4月16日(日)

合格発表 第 二種 平成元年5月30日(火)

第'種 平成元年6月F旬(予 定)

応募者数/受 験者数/合 格者数

第:種137,036人/81,230人/8,915人

(受験率59.3%)(合 格率11.0%)

年令別判犬～兄(第1表)

応募者は19歳 が群 を抜いているが,合 格者 と

なると,19歳 次いで23・24歳 にばらついている。

平均年齢は応募者23.5歳,合 格者24.4歳 となっ

ている。

最年少 ・最年長合格者

最年少合格者15歳 大澤文孝 さん

最年長合格者65歳 田嶋太郎 さん

試験地別状況(第2表)

受験率上位3位 宮崎

(83.6%)

合格率上位3位 金沢

(15.6%)

帯広 新潟

(80.1%)(77.9%)

那 覇 東京

(13.7%)(12.9%)

勤務先別状況:応 募者 ・合格者 ともに学生の割合

が高 く,次 いでソフ トウェア企業 となっている。

研修先別状況:合 格者を研修先 でみると,企 業内

教育の割合が最 も高 くなってお り,企 業の情報

処理技術者試験に対する関心の高 さがうかが え

る。

試験地別 2種

応募者数 受験者数 合格者数

鹿 児 島
761

(-5.9)
558

(73.3)

27

(4.8)

那 覇
567
(-12.8)

342

(60.3)

47

(13.7)

全 国
137,036

(0.5)

81,230

(59.3)

8,915

(11.0)

%
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デ タ ● バ ン ク

第2表/試 験地別一覧表

試験地別 2種

.・ の一 .一.i.一

試験地別 2村 ・
・...一.⊥'

合格 者数応 募者数 1受 験 者数 巳 聾者数 受 験 者数 合格 者数

札 幌
3,484

↓1 .3)

2,390

(68.6)

249

(10.4)
富 山

905

()
545

L60、2}

63

t11.61

帯 広
292

(〕

234

〔80.U

25

〔10.7) 金 沢 L327
L36.9)

777

(58,6)
121

(15.6}

盛 岡
897

(〕6.8)

590
(65.8)

57
(9.7) 福 川

676

(25.9)

479

(70,9)
38

し7.9)

仙 台
3,719

(6.8)

2,464

〔66,3)

212
18.6)

大

阪

京 都
2,900

(46.8)

1,902

165.6)

240

〔12.6)

秋 田
383

〔19,4)
277

(72.3)
33

(11.9)
大 阪

16,671

〔3.4)

10,337

(62、0)

い092

〔IO,6)

水 戸
2,891

(8.9)

1,550

(53.6)
160

(10.3) 神 戸
2,740

(15.8)

1,760

(64,2)

168

(9.5)

宇 都 宮
1,571

(25.2)

1,116

(71.0)
73

(6.5) 小 計
22,311

(0、8)

13,999

(62,7)

1,500

(10.7)

前 橋
1,617
(10.9>

1,116

(69,0)
108

(9.7) 岡 山
2,140
(6.0)

1,497

〔70,0)

148

(9.9)

東

京

埼 ド
2,784
(14.9)

1,641

(58.9)
150

(9.1)
広 島 3,344

(0,7)
2,323

(69.5)

216

(9.3)

「 葉
4,749
(19.9)

2,685

(56.5)

279

(10,4) 山 口
616

()
462

(75.0)
35

(7.6)

東 京
37,298

(一.13、7)

18,915
(50.7)

2,441

(12.9) 高 松
L275
(3.8)

869
(68.2)

89
(10.2)

八llr 3,529
(-2,6)

1,819

(51.5)

231

(12.7)
松ll|

774

(0,4)

534

(69.0)
54

(10,1)

神 奈 川
15,774
(14.4)

8,285
(52.5)

1,058

(12.8)
福 岡

4,547

(19.7)

2,851

(62.7)
289

(10.1>

小 計
64,134
(4.3)

33,345
(52,0)

4,159
(12.5) 1ノ、i賀

484

()

373

(77.1)

30

(8,0)

新 潟
1,607

(16.0)
1,252
(77,9)

98

(7.8)
長 崎

622

()

411

(66.】)

36

(8.8)

長 野 ぷ139

(3.7)

705
(61.9)

73
(10,4) 熊 本

1,210
(9,7)

842

〔69.6)

71
(8,4)

静 岡
2,418

(-1.6)

1,609
(66.5)

180

(11,2)
大 分 738

(8.7)
558

(75,6)
37

(6.6)

名 古 屋
9,839

(3.5)

6,537

(66.4)

650

(9.9) 宮 崎
748

(・ ・)

625
(83.6)

37
(5.9)

〔注}応 募者数欄の ド段 〔)内 数字は対前年ll芝比増1川率1%),受 験 者数欄の ド段{}内 数字は受験率(受 験 者数/LL.41者 数:%)

合格者数欄の ド段()内 数字は合格率(合 格者数/受 験 者数:%)

なお,帯 広,富 山,艮 崎に関 しては昭和63年 秋期から,山1

・び成元年春期から試験地 となりましたので,応 募者数の対}

第2種 勤務先別
応募者 ・合格者構成比

,佐 賀,宮 崎 に関 し ては
ttl:度 比増 加 率 はN

,ILI人て すtt

電 算機製造・販売企業 ・般 企 業・団体
`

学 校 ・研 究 機 関

1.6

応 募者

3

合格 者

7

蹴 爪llr,}順 司13・ ・
≡':'::〉:::::::335轍 ㌔:搭

':・:

z ・:・

1.2

1
2.1

3

1
2

馴
胡 ・:

遅lll・・
19.1 :::::::::=::;':'34

.1:::::::::::::::・:

4.9 1.2

3.0

2.4

1.6

0102030405060708090100%

若竹
y
膨h心L

合格者

第2種 研修先別

応募者 ・合格構成比

(情報処理関係)
電算機製造企業
等の教育

2.8

.2

口 電算機製造 ・販売 企業

畑田 ソフ トウェア企業

≡…情 報処理サ ー ビス企業

ロ ー般企業 ・団体

ぶ 官公庁

口 学校 ・研究機関

■ 会計i:事 務所等

iiili学生

修 その他

iiiii無記 人

010203040

曇 企業内教育

口 学校(*を 除 く)

lll脚*専修学校 ・各種学校

iiiii通信教育

5060708090100%、

口 電算機製造企業等の教育
修 各種セ1ナ.

■ 独学
その他

口 無記入一



ここ1年 の凄まじい程のSIS旋 風に各社の情報

システム担当者は勿論のこと,俄 かのCIO(情 報統

轄担当役員)も流れに乗 り遅れないよう,ま た他社

に負けまい との日本企業の特徴 とも言 うべ き焦 り

を持って,日 米の先進企業の動 きを研究すること

に余念がないこの頃ではないかと強 く感 じている。

SISこ そ経営 トッフ。の強い意思が,最 大の成功要

因とまたして も言われているからである。

当社は多角化の先鞭企業 として,特 にペンタゴ

ン経営 としてご存 じ頂いている方 も多いと思いま

すが,今 日では繊維(テ キスタイル,合 繊),化 粧

品,フ ァッシ ョン,食 品,薬 品,新 素材,電 子の

事業本部を擁 して非繊維事業(50%)に 大 きくシフ

トした企業となっている。 これに対応 して情報 シ

ステムも各々の事業本部 として,業 界,商 品 ,流

通,消 費者 との接点等々様々な相異を有 している

関係で事業本部毎の もの となっているのが現状で

あ ります。従って,全 事業を横断的につなげた情

報 システムとしては↓人事情報 システム,財 務経

理 システムを有するのがせいぜいで,全 社のSIS

構築はまだ程遠いと言 うべ きか,事 業本部毎のSIS

こそあるべ きものだ との感 を深 くしてお ります。

上記の事業本部の中の一つでこの2年 近 く推進

して来た情報システムこそ,当 初よ り意識 してい

なかったもののSIS構 築の第一歩を踏み出 してい

た もの と今では痛感 しますので,簡 単にご紹介 し

てみます。

当社の情報 システムの多 くは,省 力化,効 率化,

迅速化等を目的 としてお り,シ ステム構築に当っ

ては主 として実務担当者 を中心に開発 されてお り,

経営 トップは間接的にデータとして報告 され る形

のため,デ ータの内容,ス ピー ド等必ず しも経営



トップニーズに合致 しているものばか りではない。

そこで,そ の事業本部では,従 来システムの レ

ベルアップを期に新 たなる試みとして経営 トップ

ニーズを明確に取 り入れ ることから出発すべ しと

の方針にて新たな挑戦を始めた。

コン ピュータに経営 トップが触れることのな

い今までのシステム活用の風土の中に,い かに経

営 トップに入って頂 くかが最大の課題であった。

今日多くの端末機は,キ ーボー ド操作を要 し経営

トップをして端末機の近 くにすら行 く気を起 こさ

せるものではな く,た とえ良いシステムを作 った

として も,触 れ られない,理 解 されに くいシステ

ム評価の運命 とも言 えた。

幸 いなことに,キ ーボー ドの代わ りに手で触れ

さえすれば全ての操作が可能 となるパソコンが主

として中小企業者,個 人向けとして昨年初めに発

表 とな り,早 速飛びついて実験 してみることにし

た。経営 トップの常 日頃の要望をパソコン画面で

表示する仕掛 け,例 えば……売上 を月度,期 累計

の計画実績の対比を表,グ ラフ化……指1本 のタ

ッチ式な ら経営 トッフ。自らが利用するシステムに

なるとの確信を持って準備に入 った。大企業のホ

ス ト端末の狙いのないパソコンを経営 トップ用の

データベース検索 システムとして稼動 させるべ く

メーカの開発部 門 との協力 ・連繋 を得て,昨 年

秋にはテス トメニューを作 るまでこぎつけ,経 営

トップへのシステムデモを行 なった。結果は予想

以上の評価 を得 ることができた。

経営 トップ自らが欲 しいデータを簡単に取 り出

せる仕組みは,次 々 と新たなる要望を生み,そ れ

に答えているうちにどうにか経営 トップシステム

としての目途 が立 ち,今 日では実際に日々利用 さ

れる状況となっている。その上,益 々の要望が出

て来て嬉 しい悲鳴を開発 グループがあげるまでに

なって来た。

当社で未だかつてなかった経営 トップが直接デ

ータを自らの手で見ることになって以来新たな思

いがけない良 き波紋が出つつあ ります。それは,

経営 トップの質問に答 えられ るように中間管理層

が自らの手で早 く詳細データを把握するよ うにな

ったこと,デ ータサイクル も月次か ら日々へ,全

社支店管理か ら辞別管理へ,社 内組織 に加 えて取

引先の組織別へ等々本社か ら支店の第一線営業に

まで情報利用の考 えが一挙に高まったと言 える。

そして,同 業他社 との競争 に負けない得意先サ

ービスのための情報 システムへの要望が営業部門

か ら強 く湧き上が り,今 では営業データベース検

索 システム(総データ件数 約500万 件)を 構築 し,

全国の営業拠点からいつで も,必 要 とするデータ

を検索 し活用することので きる体制で運用 される

までになっている。

多 くの人,物,金,時 間を要 した営業データベ

ース検索づ くりのGOサ インも,経 営 トップ自ら

の手でパソコンか ら必要データを取 り出すことが

出来たことが生んだ大 きな成果 と言 える。更 には,

その事業本部の業績好調が強力なフォローの風 と

なって,営 業第一線が大 きな価値を認め,必 要 と

するよ り高度な情報システム:SISを 目指せる好

循環に踏み出したとも言 える。

言 ってみれば,"経 営 トップが自ら必要データを

取 り出せる"パ ソコンに全てのカギがあったよう

に痛感 している。この勢いを借 りて他の事業本部

への展開を目論んでいる現在である。一



一
〈第3回 コン ピュー タ教育 シンポ ジウム並 びに

懇親会 〉① 元/7/7② 虎 ノ門 パス トラル③ コン

ピュータ教育 の専門家 によ る講演。 専門家,学

校現場 の教師陣 との パ ネル デ ィス カ ッシ ョン。

④(財)コ ン ピ ュー タ教 育 開発 セ ン ターAO3-

593-・1801

〈TheLogicProgrammingConference'89

(LPC'89)〉 ① 元/7/12～ 元/7/14② カ ンダパ

ンセパ ンセ ホール③ ロジ ックプロ グラ ミン グに

関す る研究 発表 と討論。 「基礎理 論」 「言語 およ

び処理系」 「プログ ラ ミング環境」 「ア ーキテ ク

チ ャ」 「アプ リケー シ ョン」④(財)新 世代 コンピ

ュー タ技術 開発機構曾03-456-3191

〈ハ イテ クノス クール:マ イコ ン基礎 コー ス44

時 間 ～マイコ ンを理解 し,メ カ トロ化 の発想 を

具 体 化 す る ため に ～〉① 元/7/14-一 元/9/8

(毎週 月 ・金)② 大阪科学 技術 セ ンター③ 初心者

を対 象 にマイ クロ コン ピュー タを使 い こな し,

応 用利用す るために必 要な基礎知 識 を習 得 させ

る。 プ ログラム法 の基 礎か らイ ンタフ ェー スプ

ログラムの作成 まで を実習 中心 に指導 。④(財)

大 阪科学技 術 セ ンターeO6-443-5321

〈ハ イテ クノスクール:エ ンジニア コー ス87時

間 ～メカ トロシステム を開発す るため に～〉①

元/7/13・ 一元/12/14(毎 週 火 ・木)② 大 阪科 学技

術 セ ンター③ マイ クロコン ピュー タの実 利用 に

即 した課題 を取 り上 げ,ハ ー ドウ ェア,ソ フ ト

ウ ェアや セ ンサ ー シス テ ムを含 む1/0イ ン タフ

ェース を設計製 作 し,完 成 させ ることによ り,

技 術 を習得 させ る。応用 開発時 にお ける プログ

ラム等,シ ステ ム ドキ ュメンテー シ ョンの整 備

についての研修 。④(財)大 阪科学技術 セ ンター

nOS-443-5321

〈ハ イテ クノスクール:コ ン ピュー タ入 門 コー

ス30時 間 ～コンピュー タを応用 利用す るため に

～〉①元/9/27-一 元/10/20(毎 週 月 ・水 ・金)②

大阪科学 技術 セ ンター③ ワー クステ ーシ ・ンを

使用 し,コ ン ピュータを応 用利用 す るための基

礎知識 とソフ トウ ェア開発 に必要 な基礎知識 を

習得 させ る。④(財)大 阪科学技術 センターnO6-

443-5321

〈ソ フ トウェアシ ョウ'89>① 元/9/27～ 元9/

29② 池 袋サ ン シャイン シテ ィセ ン ターポール③

流通対 象の ソ フ トウ ェア プロダ ク トの展示 ・実

演。 出展 会社 によ るソ フ トウ ェア プロダ ク トの

プ レゼ ンテー シ ョン。④(財)ソ フ トウェア情 報

セ ン ター魯03-437-3071

〈デ ー タシ ョウ'89>① 元/10/24-一 元/10/27②

東 京晴 海展示場③ コン ピュータおよ び関連機 器,

周 辺端末 装置,コ ン ピュー タソフ トウ ェア,コ

ン ピュー タネ ッ トワー ク,情 報 サー ビス,シ ス

テムサー ビスの展 示,実 演 。④(社)日 本電子工

業振興協会eO3-433-4547

〈JISAコ ン ベ ン シ ョン89>① 元/10/3～ 元/

10/4② 東 京全 日空 ホテル③ 講演会,パ ネルデ ィ

スカ ッシ ョン,公 開座談会,情 報交 換パ ーテ ィ

等 の開催 。④(社)情 報 サ ー ビス産 業協 会nO3-

595-4051

〔新 刊 ご案 内〕

〈書名〉① 発行 日② 内容③発行者

〈コンピュー タ教育標準用 語事典〉① 元/3/25

② コンピュータ教 育 に係 る用語,約800を 「コンピ

ュータと社会」,「コンピュータの基 礎知 識,「 校

務支援 とコン ピュータ」,「学 習指導 とコン ピュ

ータ」 の4章 に分 類 し
,斯 界の権威 者が平 明に

解 説。 ③ 発行:㈱ アスキー/監 修:(財)コ ン ピュ

ータ教育 開発 セ ンター

〈ソ フ トウ エア ・レビュー〉① 元/4/1② ソ フ

トウェ アプロ ダク トの利用 とそ の評 価。/Softic

LawNews/NewSoftwareProduct他 ③ 発行

:(財)ソ フ トウ ェア情報 セ ンター

〈イベント名〉①開催日②開催場所③主な内容 ④問合せ先※主催団体の都合で変更す る場合が

あ ります。

‖
ー

、

ー

」
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JIPDECだ より
平成元年度マイクロコンピュータ

応用システム開発技術者試験

本試験 は,マ イクロコンヒ。ユ一夕応用システム

開発技術者の社会的認知 を図 り,技 術者の技術水

準の向上,地 位の確立等を目指し昭和60年11月 よ

り開始 したものであり,今 回5回 目を迎 える。

昨年の試験 の結果 を見 ると,初 級合格者9C4人

(合格率15.9%),中 級合格者146人(10.0%)で,初

級合格者の77.1%,中 級合格者の83.6%が 一般企

業,電 算機 ・半導体企業,情 報サービス企業等で

占められている。

今年度の実施 日程 は次のとお りである。

・種 別

初級試験 ・中級試験

・試験日

初級 ・中級 とも平成元年11月19日(日)

午前10時30分 ～午後3時30分(1時 間休憩)

・受験願書等の配布期間

平成元年8月14日(月)～9月30日(土)

・受験願書の受付期間

平成元年9月1日(金)～9月30日(土)

(郵送 による。当日消印有効)

・受験手数料

初級試験4,120円(消 費税120円 込)

中級試験4,635円(消 費税135円 込)

・試験会場

札幌,仙 台,東 京,横 浜,静 岡,名 古屋,

大阪,広 島,福 岡の9都 市

・実施機関

財団法人/日 本情報処理開発協会

・合格証書の交付

合格者には,協 会か ら合格証書を交付する。

・合格者について想定するレベル

初級試験:マ イクロコンピュータおよびそ

の応用システムについて基礎的

な知識を有 する者

中級試験:マ イクロコンピュータに関 して

3～4年 の実務経験 を有 し,マ イ クロコン

ピュー タ応 用 シス テム開発技術 を 一通 りマ

ス ターしてい る者(仕 様 が提示 されれ ば,仕

様 に沿 って設計 ・製 作 で きる者)

・問 い合 わせ先

財 団法 人 日本情 報処理 開発協会 マ イコ

ンシステ ム技術者 試験部

●105東 京 都港 区芝 公園3-5-8

機 械 振興会館 内

電話03-432-9384([1'1:通)

平成元年度秋期情報処理技術者試験の日程

試験 日 平成元年10月15日(日)

案内書 ・願書の配布

平成元年7月1日(土)～7月31日(月)

(受付局 日付印7月31日 まで有効)

実施試験区分

情報処理 システム監査技術者試験

特種情報処理技術者試験

オンライン情報処理技術者試験

第二種情報処理技術者試験

(注)第一種情報処理技術者試験の実施は春

期のみで,今 回は行いません。

試験地

札幌,帯 広,青 森,盛 岡,仙 台,秋 田,水

戸,前 橋,宇 都宮,埼 玉,千 葉,東 京,八

王子,神 奈川,新 潟,長 野,静 岡,富 山,

名古屋,金 沢,福 井,京 都,大 阪,神 戸,

岡山,広 島,山 口,高 松,松 山,高 知,福

岡,佐 賀,長 崎,熊 本,宮 崎,大 分,鹿 児

島,那 覇

受験料3,600円

問い合わせ先

(財)日本情報処理開発協会

情報処理技術者試験センター

電話03-・591-0421一
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出版物ご案内

マイクロコンピュータ応用システム開発技術者養成シリーズ

級 初 級 中 級

種 類 育成用標準 カ リキュラム 育 成 指 針 育成用標準 カ リキュラム 育 成 指 針

刊 行 昭和62年3月 削行 昭和63年3月 刊行 昭和63年3月 刊行 平成元年3月 刊行

体 裁 B5版 、63ペ ー ジ B5版 、288ペ ー ジ B5版 、122ペ ー ジ B5版 、469ペ ー ジ

対 象 企業内教育担当者、専門学校指導者 メーカ、システムハウス等企案内教育担当者

内 容

ハー ドウェア、ソフ トウ

ェア、共通領域編の習得

技術、知識の項 目を体系

化、標準時間配分等 を掲

載

体系化 したハー ドウェア、

ソフ トウェア、共通領域

編 の修得技術 、知識の内

容 と用語、教育目標 、指

導 上の留意点等を掲載

システム技術 、ハー ドウ

ェア技術 、ソフ トウェア

技術 、データ通信技術 、

応用技術編の目標 、標準

時間配分等 を掲載

システム技術、ハ ー ドウ

ェア技術、ソフ トウェア

技術、データ通信技術 、応

用技術編 の修得技法、知

識 ・達成 レベル、必須用語、

指導上の留意点等 を掲載

価 格
一 般1

,200円 5,200円 2,200円 8,200円

会員1,000円 4,200円 1,800円 6,600円

`
'

間合せ ・申込先 (財)日 本情 報 処理 開 発協 会

TELO3-432-9384

FAXO3-432-9389

、

}

ぜ

平成元年7月 発行

JIPDECジ ャーナルN・ ・71

発行人 ・照山正夫/編 集人 ・岩崎有二

◎1989

財団法人 日本情報処理開発協会
東京都港区芝公園3丁 目5番8号 機械振興会館内

郵便番号105電 話03(432)9384

※本 誌送付 宛先の変 更等 にっいては当協会調 査部(03-432--9384)ま で ご連絡下 さい
。
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最近の報告書 ・刊行物ガイド

【TITLEI

・オ ン ライン需要 調査報告書

・1989年 版 コン ピ ュー タ利用状況調査 集計結果

・欧米 にお け る情報産業 の動 向

・ヨー ロ ッパにお け る情 報産業の動 向

・米国 におけ る情報処 理の現状

・コン ピュータ ・セキ ュ リテ ィに関す る リス ク分 析調査 報告書

・2010年 の 情報化 社会 とセキ ュ リテ ィ

・わが国にお け るシス テム監 査の現状

・システ ム監査 支援 ツールの調査研究報告 書

・自然 言語 のコ ン ピュー タ解析 用辞書 に関す る調査研 究報告書

rl∫民生活 にお けるデー タコ ミュニテ ィ構築.の 方策 に関す る研 究報告 書

昭和63年 度情 報化国際講演 ・討論 会●
「コン ピュー タの インテ リジェンスは どこまで向 ヒす るか」

・第5回 目独情報技 術 フ ォーラム会 議録

初級 マ イク ロコ ンピ ュー タ応 用 システム開発技術 者・育成 用標 準 カ リキ
ュラム

中級 マイク ロコン ピュー タ応 川 システム開発技術 者・.育成 川標準 カ リキ
ュラム

・初級 マイク ロコン ピュー タ応用 システ ム開発技術者 育成指針

・中級 マイ クロコン ピュー タ応用 システ ム開発技 術者 育成指針

・情報化 臼書1989

・InformatizationWhitePaper1989(元.8発 行 予定)

・JAPANCOMPUTERQUARTERLYNo.74～77

・シ ステ ム監査基 準解説書(60.8発 行)

・システ ム監査Q&A110(62.9発 行)

・OSI導 入 利 用 ガイ ド(63.10発 行)

・シス テム監 査 自書1989(元.5発 行)

【発行年】

(元)

(元)

(元)

(63)

(62)

(元)

(元)

(元)

(63)

(63)

(63)

(元)

(元)

(62)

(63)

(63)

(元)

購入 ・閲覧は
(価格は消費税込,

財団法人 日本情報処理開発協会

調査部rto3(432)9384直 通

【一一般 価 格 】 【会 員 価 格 】

3,8003,000

3,3002,600

1,5001,200

1,2001,000

1,000800

1,5001,200

2,0001,600

1,2001,000

3,2002,600

4,2003,400

1,000800

1,200

2,200

5,200

8,200

4,630

3,000

各3,000

2,900

2,900

3,500

2,900

1,000

1,800

4,200

6,600

2,300

2,300

3,000

非 売 品,閲 覧ll∫)
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